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市民科学講座 Bコース 2016年 4月 19日実施 

「三上直之さん、市民参加でどのように世の中を変えていけるのですか？」 

講座記録 

世の中はすでに変わり始めている 

〜ミニ・パブリックスの広がりが示す社会の変化〜 

ゲスト講師 

三上直之さん 
北海道大学 高等教育推進機構 

（科学技術社会論・環境社会学） 

 
三上直之（みかみ なおゆき） 

1973 年千葉県生まれ。東京大学大学院博士後期課程修了（環境学）。北海道大学科学技術コミュニケーター

養成ユニット（CoSTEP）特任教員などを経て，2008 年から高等教育機能開発総合センター（現・高等教

育推進機構）准教授。専門は科学技術社会論，環境社会学。主たる研究テーマとして，コンセンサス会議や

討論型世論調査などの参加型手法の研究開発に取り組む。遺伝子組換え作物や BSE 問題，ナノテクノロジ

ー，エネルギー政策などのテーマに関して，自ら会議の企画運営やファシリテーションを手がけ，これら

の手法の日本社会における活用可能性を追求してきた。著書に『地域環境の再生と円卓会議』（日本評論社），

『萌芽的科学技術と市民』（日本経済評論社・共編著），『市民の日本語へ』（ひつじ書房・共著）など。 
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【この講座のねらい】 

この約 20 年の間で、「ミニ・パブリックス」と呼ばれる市民参加の方法が、世界的な広がりを

見せてきました。これは、無作為抽出などによって、国や地域全体の人口の縮図となるような十

数人〜数百人規模の参加者を集めて話し合いを行い、その結果を政策決定などの参考にするよ

うな手法の総称です。政府が、福島原発事故の翌年にエネルギー政策を見直す際、「討論型世論

調査」という大規模なミニ・パブリックスを実施したのをご記憶の方も多いと思います。1990

年代から 00 年代前半にかけて、日本を含む世界各地で、遺伝子組換え作物などの新たな技術を

テーマとして盛んに開かれた「コンセンサス会議」もミニ・パブリックスの一種です。議題や会

議プログラムなどの条件をそろえて、世界各地で一斉に、地球環境問題に関するミニ・パブリッ

クスの会議を開き、そこで得られた数千人規模の熟議の結果を国連の会議などに導入しようと

いう、「世界市民会議（World Wide Views）」という試みも始まっています。今回の講座ではこ

れらの状況を報告しつつ、そもそも「社会の縮図をつくって議論する」というやり方が求められ

るようになっているのはなぜか、そこにどのような意義や可能性があり、また問題点はないのか

といったことを考えます。 

 
上田 こんにちは。B コースという名前をつけて、もう 1 年近く続けている講座、今日はそ

の 10 回目で、北海道大学の三上さんをお招きしました。お手元に 2 種類、三上さんの今日

の発表のパワーポイントを図にしたレジュメと、それから私のほうから用意させていただ

いた質問 [別添の PDF 参照] ということで 2 枚ございます。質問のほうは随時、三上さん

の話に合わせて出していきたいなというふうに思っております。 

 今日のテーマは市民参加ということですけれども、ここにお集まり頂いた方はたぶん、そ

れぞれなりに市民参加ということに関して、かなり関心を深くもっている方々じゃないか

なと思います。私自身も、科学技術に対して市民がなにか物を申すというか、これはやっぱ

り何かおかしいのではないかということを、ちゃんと政治的な意思決定の場につなげてい

くにはどうしたらいいんだろうということは、当初からずっと疑問に思っていたことでし

た。 

 90 年のたぶん前半だったと思いますけれども、三上さんともご一緒にお仕事なさってい

た若松征男さんがコンセンサス会議について書かれた文章をみまして、ビックリしたので

す。こういうやりかたが、どうもデンマークでもうすでにやられている。すごく新鮮な感じ

がしました。で、日本でもこれ出来ないものかなあと、当然考えていらっしゃって、そのあ

と間もなくですね、いろんなテーマで少しずつコンセンサス会議の試みというのが動き始

めたように思います。で、それがだんだんだんだんいろんな手法が拡大していって、今日三

上さんが中心的なキーワードとして使っていらっしゃる、「ミニパブリックス」ですね、そ

ういうものとしていわばまとめられる。なにかこういうアプローチが、社会全体に少しずつ

浸透してきたのだなあ、という感じを受けています。 

 今日は、そのミニパブリックスとはなにかということから始まって、皆さんの経験された
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こと、あるいは普段かかえてらっしゃる問題をとおして、その可能性とか問題について、率

直にいろいろ議論できたらいいかなと思っています。三上さんどうぞよろしくお願いしま

す。 

 

三上 ご紹介ありがとうございます。三上と申します。北海道のほうから来ました。今日は

こういうお話をする機会をいただいて本当にありがとうございます。簡単に自己紹介から

したいと思います。【スライド 1】 

市民科学講座Bコース 2016.04.19
「三上直之さん、市民参加でどのように世の中を変えていけるのですか？」

世の中はすでに変わり始めている
〜ミニ・パブリックスの広がりが示す社会の変化〜

三上直之
北海道大学高等教育推進機構
（科学技術社会論・環境社会学）

 

北海道大学の高等教育推進機構という所に勤めていますが、これは普通の学部とか大学

院とは違って、大学全体でやるような教育のコーディネートをするような、そういう組織で

す。そのなかに、全学でやる、個別の学部に還元できないような教育の機能を集中させてい

るみたいな、そういう部署があります。まあ分かりやすく言うと、昔でいうと「教養部」と

いうのがありましたけれども、そういうところでやっていたような、大学の初年時の教育も

この機構が担当しています。それから CoSTEP という科学技術コミュニケーターを養成す

る小さな学校が北大にありますが、そこの主な受講生というのは、北大の大学院生です。北

大のなかの大学院生に対する教育のサービスということで、それも組織図上は高等教育推

進機構の中に入っています。その機構の中にいくつかの部署がありますが、私はそのうちの

高等教育研究部という部署に所属しています。大学に関しての研究ですから、入口は入学試

験からですので、入試をどうやってやったらいいのかみたいな研究も、私はあんまり専門じ

ゃないのですが、テストの理論の専門家みたいな人もいて、やっていたりします。それから、

私も少し関わっているものでいうと、大学の教員が毎日授業していますけれども、その授業

のやり方をトレーニングするような研修のプログラムがあり、そういうものを開発したり

しています。 

私の専門は科学技術社会論とか環境社会学という分野で、それは社会科学的な立場から
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社会現象としての科学のありかたを研究します。それが私のバックグラウンドなので、教育

とか教育の開発とかというところから少し距離がありますが、いまの研究部のなかでは、大

学と社会とのコミュニケーションとか、大学の地域貢献とか社会連携について研究するの

が私の本務ということになっています。 

そういうことの一環として、今日お話しするような、科学技術への市民参加ということも

研究テーマにしています。まあ世間的にいうと今かなり風当たりが強い、いわゆる地方国立

大学の文系教員ということになりますけれども。 

上田さんから二か月ぐらい前にこの市民科学講座 B でお話をする機会を頂けることにな

りました。毎回この講座にはタイトルとして「誰々さん、○○は△△なんですか？」ってい

うフォーマットでタイトルを作っているので、せっかくだからということで、私は「三上さ

ん、市民参加って本当に必要なんですか？」っていうタイトルを出しました(笑)。それぐら

い言ったほうがいいのだろうと思ってです。私も市民研のほうに会員として、いつも情報を

頂くだけの会員ですが、参加させて頂いていて、興味を持っていただくためにはそのぐらい

がんばって言ったほうがいいのかなと思ってつけました。で、上田さんからすぐにメールで

返事が来て、「なかなか皮肉っぽいタイトルですね、いいかもしれません」という反応があ

ったので、ああじゃあそれになるのかなと思っていたら、結局、上田さんがもう少しマイル

ドなものにして下さって、今皆さんにみていただいているような『市民参加でどのように世

の中を変えていけるのですか？』というタイトルにしていただいたということだったので

す。【スライド 2】 

頂いた問いと、アプローチの方針

• Q ：「三上直之さん、市民参加でどのように世
の中を変えていけるのですか？」

↓
• アプローチの方針

– 「市民参加」全般だと広すぎるので、きょうはミニ・
パブリックス型の市民参加に絞って考えたい

– ミニ・パブリックス型の市民参加の方法が、取り
入れられ、広がっていること自体が、社会のある
変化を示している
＝世の中はすでに変わり始めている（と考えたい）

2016年4月19日 市民科学講座 2
 

それでもこれもなかなか手ごわい、取り組み甲斐がある問いなんじゃないかなと思って

いるのです。で、これにどうアプローチするかっていうことですが、市民参加全般だとちょ

っと話が広くって、今日のこのひとときで私一人が相手にするっていうのは少し大きすぎ

るかなって思いまして、ミニパブリックス型の市民参加に絞って考えたいと思っています。 

ミニパブリックス型の市民参加のやり方を私自身も十数年ぐらい、まあそればかり研究
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しているわけではないのですが、研究の中で割と中心的なテーマとしてつかず離れず扱っ

てきているので、それを一つ題材としてお示しして、そこからさらにお話が広がっていけば

いいのかなと思います。 

上田さんに頂いた問いの市民参加というのをミニパブリックスという言葉に置き換える

と、ミニパブリックスというやり方で、どうやって世の中を変えていけるのかっていう、そ

ういう問いになるわけです。これは非常に魅力的な問いだと思いますけれども、じつは私は

少し別の角度でも考えていまして、このミニパブリックスというやり方というのが、いろん

なところで少しずつ使われるようになってきているということ自体が、じつは社会のある

変化をもう示しているんじゃないかというふうに思っているわけです。 

つまり、今日題名にちょっと大きく構えさせていただいたのですが、世の中はすでに変わ

り始めてるんじゃないかと、少なくともそういうふうに考えたいなと思ってまして、ですの

で、今日はミニパブリックスについてちょっとご紹介をしたうえで、それが少しずつ広がっ

ているということ自体が、社会のどんな変化を示しているのかっていうことを少し考えて

みたいと思います。 

今の話を簡単にまとめるとですね、いただいた問いはこういう問いですけれども、ちょっ

と絞り込んだうえで角度を変えてお話をしていきたいということになります。【スライド 3】 

頂いた問いと、アプローチの方針

• Q：市民参加でどのように世の中を変えてい
けるのですか？

↓
絞り込んだうえで
角度を変える

↓
• Q’：ミニ・パブリックスの広がりは、世の中の
どのような変化を示しているのか？

2016年4月19日 市民科学講座 3
 

さて、それでミニパブリックスはどんなものなのかといいますと、非常に簡単にまとめて

言ってしまうと、ここに書いてあるようなものになります。話し合いの方法というか、簡単

に言うと話し合いや会議のやり方の一つです。【スライド 4】 
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ミニ・パブリックス <mini-publics>
＝きょう取り上げる、市民参加の手法（群）

• 無作為抽出などで「社会の縮図」となる市民
を集めて議論を行い、その結果を政策決定
などに活用する、市民参加の方法

• 参加者：十数人～数百人

• 期間：1日～数日

• テーマ：社会的な論争の対象となっており、
新たな政策が求められている課題

2016年4月19日 市民科学講座 4
 

まずは社会の縮図になるような一定の人数の人を一か所に集めます。その社会の縮図に

より近くするために無作為抽出をする場合もありますし、そこまで徹底したやり方をしな

い場合でも、若い人から高齢の人まで、それから男性と女性が半々になるようにみたいな感

じで集めて、社会の縮図になるような人たちをまず集めるというところから始まります。そ

こで何かのテーマ―その時その時でテーマは変わりますが―について話し合いを行って、

その結果を例えば政策決定をするときに参考意見として使うというような、そういった市

民参加のやり方です。じつはこれは、次のスライドでお示ししますけれども、いろんな手法

があるのです。さっき上田さんがコンセンサス会議っていう名前を挙げられましたけれど

も、それもミニパブリックの代表的な方法の一つなんですが、まあそれ以外にもいろんな方

法がありまして、先にこのスライドを見ていただいたほうがいいのかなと思います。【スラ

イド 5】 

ミニ・パブリックスの代表的な手法*
日程 人数 発祥地、年 手法など

討論型世論調査
（DP） 1〜3日 100

〜数百人
米国、1988年

討論の前後に同じ
内容のアンケート。
合意形成はせず

コンセンサス会議 3〜8日 15人程度
デンマーク、
1987年

参加型TAの手法。

市民参加者が合意
文書を自ら起草

プラーヌンクス・
ツェレ

4日 100人
以上

ドイツ、1973年

5人×5のグループ

による徹底した討
議と投票、提案作
成

市民陪審 5日 20人前後 米国、1974年
証人からのヒアリン
グと討議を踏まえ
て、事実認定・勧告

市民討議会 1〜4日 数十人 日本、2005年

小グループ討論と
報告書の作成・公
表。青年会議所を
通じて急速に普及

* 篠原一編（2012）『討議デモクラシーの挑戦』（岩波書店）による
 

これは代表的な方法のいくつか並べましたけども、こんないろんな方法があります。ミニ
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パブリックスというのはそういう方法の総称です。もう少し詳しく言いますと、ミニパブリ

ックスという言葉が出てきたのはおそらくここ十数年ぐらいなのです。つまり、この表をご

覧になってお気づきの方も多いと思いますが、このそれぞれの手法が生まれたタイミング

というのは、日本で生まれたものはちょっと新しいですけれども、それ以外は 70 年代とか

80 年代です。手法はそれぞれにあったのです。つまり、それぞれの文脈でそれぞれの必要

に応じてこういった手法が開発されて使われてきていたものを、ここ十数年ぐらいに、主に

政治学の研究者なんかが、これはミニパブリックスというふうに呼んで、ある意味同じ機能

をもった市民参加の方法というふうにいって捉えて議論したらいいんじゃないかというこ

とで出てきた言葉だということです。 

いろんな方法がありまして、参加者数も小さなものだと十数人ぐらいで、大きいものだと

数百人集めて、数百人の社会の縮図を作ってそこで話し合うみたいなものもあります。期間

も非常に短いものは一日で終わるのですが、長いものは数日かけて行う。ものによっては 7

日間とか 8 日間とかあって、それは当然一気には出来ませんから、数回の週末に分けて行う

というやり方をするものもあります。 

そして、社会的な論争の対象になっていて、なにか新しい政策とか、対応が求められるよ

うな課題がテーマになることが多いです。私自身はですね、科学技術コミュニケーションと

か科学技術社会論とか環境社会学という分野でやってきて、その観点からミニパブリック

スに関心をもって取り組んでいますので、エネルギー政策とか、牛の BSE にどう対策をと

るかというような話とか、あと遺伝子組み換え作物、といった科学技術に絡むような社会的

な問題を中心にテーマにしてきました。ですけど、それはたまたま私がそういう分野に関心

を持っているからということであって、あらゆる社会的なトピックがミニパブリックスの

対象になるというふうに考えていただいたらいいかなと思っています。 

 

上田 ちょっと質問していいですか？ 

あの、例えば遺伝子組み換えとか、それから BSE の問題って、ある種被害が顕在化して

いるみたいなものもありますよね、だけどこれからおそらく何か起こりそうだということ

で、なにか前もって議論しておこう、という場合もあると思います。そういう被害の顕在あ

るいは潜在、あるいはこれから出てくる技術なのか、今使っている技術なのかみたいなこと

でいうと、なんか手法別にこれには向いている、これには向いていないみたいなことがあっ

たりするのでしょうか。例えば公害問題なんかで、非常に争点や対立がすごくはっきりして

いて、それを裁判にもちかけようかというぐらいになっているものは、ミニパブリックスで

どういうふうに扱えるのでしょうか。どういう性格だったら扱いやすいのか、扱いにくいの

かみたいなことがあるのでしょうか。 

 

三上 それはおそらくあると思います。例えばテクノロジーアセスメント（以下、TA）と

いう手法があります。上田さんもお詳しいと思うんのですが、要は科学技術の社会的なイン
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パクトを評価する仕組みが TA テクノロジーアセスメントです。それに市民参加をすすめ

るための方法として開発されたというのがコンセンサス会議の始まりです。ですからもち

ろんすでに問題が生じている技術を扱うことも出来るのですが、どちらかというと、これか

ら研究開発がさらに進んでいって、社会の中に持ち込まれる技術について、一般の人が少人

数集まって深く議論すると、いうようなやり方が向いていることになります。逆に討論型世

論調査というのは、これもあとで少しご紹介しますけれども、どちらかというと争点がすで

に明確になっているものについて、選択肢を提示したうえでどれがいいかを考える―極端

な話、投票するような形ですすめるやり方なので、どちらかというと、問題が進行して、争

点がはっきりしているものに向いている方法かもしれません。 

 

上田 わかりました。 

 

三上 まあいろんな方法があって、その課題ごとに使い方があり、いろんな方法を使ってい

くということが出来るという、そういう手法群がミニパブリックスだということです。 

それで、いくつかの方法を取り上げて、具体的にご紹介するのがイメージしやすいかなと

思いまして、討論型世論調査、これ英語で Deliberative Polling と言いまして、それを略し

て DP と言ったりしますけれども、それと、コンセンサス会議というのを説明してみたいと

思います。【スライド 6】 

❶無作為抽出した一般市民（数千人）を対象に、
アンケートを実施する（polling）。

❷回答者から数百人程度参加者を募り、1〜2
日間にわたって情報提供付きの討論イベント
（deliberation）を行う。

❸最後に、再度同じ質問項目でアンケートを行
う。多くの場合、参加者の意見は劇的に変容

2016年4月19日 6市民科学講座

討論型世論調査（Deliberative Polling＝DP）

 

まず、討論型世論調査です。このやり方は、世論調査という名前がついていますので、そこ

からお分かりいただけると思うのですが、話し合いをする前に❶にあるように、一般から無

作為抽出した数千人ぐらいの人を普通対象にします。その討論型世論調査で取り上げたい

テーマについてのアンケートをするのです。例えばエネルギー政策について扱うのだった
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ら、エネルギー政策についての世論調査を最初にやります。そしてその世論調査に解答して

くれた人に対して、世論調査を電話なり郵送でやるときについでにやるのですけれども、

「じつは今答えてもらっているアンケートと同じテーマについて皆さんに集まってもらっ

て話し合うイベントがあるので、参加して話し合いませんか」と誘いかける。そこにはちょ

っとミソがあって、そのテーマに関心がない人にも社会の縮図を作るために集まって欲し

いので、集まっていただいたら一定の謝金をお支払いします、というインセンティブを与え

て募集します。この方法ですと少なくとも 100 人ぐらい、多い場合は理想的には数百人ぐら

い集めて、その人たちを一日から二日ぐらい一つの参加者に集まってもらって討論会を―

ここでは討論イベントという言い方をしていますが―行います。そしてこのやり方の肝心

な点は、最後の➌にあるように、討論会で討論してもらった後に、最初の世論調査と同じ質

問項目のあるアンケートを行うわけです。ですから話し合った前後、before after という変

化を見ることが出来る。もっと言うと、通常の世論調査ってあんまりその問題について良く

知らずに、深く考えたこともない状態で、いわば反射的に答えさせられるものですが、この

調査はそうではない。いわばあまり熟慮されてない、情報もよく与えられていない世論に対

して、これはまさにもとの英語で「デリバレイティブ」（話し合い、熟議の意）とあるよう

に、世論調査にそういう熟議的な要素を付け加えて、じっくり考えたうえで回答してもらう

とどういう答えになるか、その結果をみる手法でもあるということです。 

大体の場合、最初に答えたアンケートと最後のアンケートの結果というのは劇的に変化

します。その例も後でお見せしたいと思います。これが討論型世論調査のおおまかな概要で

す。 

ちなみにこの方法を開発したのはアメリカの人です。スタンフォード大学のフィシュキ

ンという政治学者です。スタンフォードにこの討論型世論調査の研究開発し、世界的に普及

しよう―まあやっぱりアメリカ的だなと思うのですが―ということをやっているセンター

があるのです。実質はフィシュキンの研究室で、私も行きましたけれども、そのセンターの

web サイトに討論型世論調査の流れを説明した図があって、それをちょっとここに借りて

きました。【スライド 7】 
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討論型世論調査

出典：Stanford University Center for Deliberative Democracyのウェブサイトから

事前アンケート 参加者リクルート

情報提供資料の送付
小グループ討論

全体会議 討論後アンケート

討論前アンケート

7
 

 

さっきお話した通りなんですね。事前のアンケートをやって参加者を集めて、それからさ

っきは説明しませんでしたけれども、参加者の人たちはこの問題についてあまり詳しく知

らない人たちもたくさん含まれているんですよね、ですから参加することになった人には、

事前にその問題についてこの討論イベントのために特別に編集された薄いブックレットを

送って読んできてもらって、それで討論会に参加してもらう。それで最後にもう一回アンケ

ートに答えてもらう、まあ大まかにはそんな流れです。我々もこの方法がどういうふうに科

学技術コミュニケーションに使えるのかということに、この方法を知ってから興味をもち

まして、興味をもったら実際に自分たちでやってみないと気が済まないというのが研究者

の性でして、なんとしても自分たちでこの討論型世論調査というのを自前でやってみたい

というふうにある時思い始めたんですね。 

思い始めたのはたぶん今から７、８年ぐらい前かなと思いますけど、同僚の研究者と一度

この討論型世論調査っていうのを自分たちの手でとにかく試しにやってみたいと思うよう

になりました。それで選んだテーマが BSE 問題だったんですね。今日はこの BSE という問

題についてあまり深く立ち入りませんけれども、日本では 2001 年に初めて国内での発生が

発見された牛の病気です。それでこれは人にもおそらく伝染るといわれていて、プリオンが

原因の病気ですけれども、人にうつった場合は最終的には死にいたるというもので、BSE は

牛の間で感染させないというのはもちろん重要ですけれども、BSE にかかった牛を人が食

べないようにするという対策が必要だということで、いろんな対策が 2001 年からとられて

きました。プリオンという異常物質は主に脳にたまるんです。それで、屠畜される牛の脳を

取り出して、検査をするんですけれども、みなさんご記憶かどうか分かりませんけれども、

もしかしたらご記憶じゃない方が多いかなと思うんですが、で、そこがじつはミソなんです

けれども、これ全頭検査してたんですよね、BSE にかかってるかどうか。日本で屠畜される

牛というのは、国の制度として全頭検査するということを 2001 年から日本の政府は始めま
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した。ところがですね、全頭検査するのはあまり意味がないという科学的な知見がかなり優

勢で、つまりプリオンという物質はもちろん脳に溜まっていくわけですが、若い牛の場合は

それほど溜まっていないので、一定の月齢以下の牛に関しては検査してもあまり意味がな

いと。リスクマネジメントの言葉でいうと、リスク低減上の効果があまりないということを

しているんです。多くの国では全頭検査していなくて、一定の月齢以上の牛の検査をしてい

るという話をすると皆さん思い出していただけると思うんですが。それで日本の場合は

2005 年に政府が全頭検査するという政策をやめました。ところが、実際に屠畜場を運営し

ているのは自治体です。都道府県とか政令指定都市ですけれども、そこが独自に横並びで続

けました。北海道も牛をたくさん生産していますから、北海道にある屠畜場でも BSE の検

査というのは続けてたわけです。これは一説にはということなんですけれども、やっぱり北

海道が続けている以上、他の自治体ではなかなかやめにくいみたいなことが、どこまで確か

な話かはわかりませんけれどもあって、いわば北海道の対応が BSE の全頭検査を規制緩和

できるかということの一つの鍵を握っていたというところがあったわけです。私自身の考

え方としては、全頭検査は科学的にはリスクを低減することにそれほど効果がなかった、と

いうのはおそらくそうだろうと思うのですが、一方であのタイミングで全頭検査という措

置が取られていたことには一定の意義があったというふうに思っています。そこで、その規

制緩和をするという議論のときに、こういったミニパブリックスの方法を使って議論する

のは意味があるのではないかと思いまして、このテーマを選びました。ちなみに今はもう全

頭検査されていません。2013 年に全頭検査の枠組みはなくなりましたけれども、当時その

議論が始まろうかという状態でしたので、このテーマを取り上げて討論型世論調査をやっ

たらいいのではないかと思ったのです。 

そして実際には先ほどお話したような流れになるわけですけれども、この時は札幌市民

全体から 3000 人を無作為抽出してアンケートに答えていただきました。その回収率が異様

に高くて、53％というのは普通、研究者がやるとなかなかこういう数字にはならないんです

が、この時は札幌市役所や新聞社にも協力していただいてアンケートの呼びかけをして、そ

の中のさらに 420 人、1 割以上の方が討論イベントに参加したいと言って下さいました。こ

れはこうした討論型世論調査のなかでもこれはちょっと驚異的な数字かもしれません。さ

らにそこから 170 人ぐらいの方を抽選で選んで、最終的に 150 人の方に討論会に参加して

頂きました。じつはこの様子を短くまとめたビデオがあるのですが、インターネットに繋が

りますか？ 

 

上田 繋がります。 

 

三上 そうですか、ありがとうございます。では準備している間に今までのところでご質問

などあればどうぞ。 
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参加者 BSE の問題というと、課題が難しすぎないかと思うのですが、知識のレベルに個

人差が出すぎることはないですか？知らない人はまったく知らないと思うんですね、とて

も詳しい人は詳しいし、それを無作為に 3000 名で、もちろん絞り込んでいくわけですけれ

ども、市民の議論に取り上げる内容としてはちょっと難しすぎるんじゃないでしょうか？ 

 

三上 はい、そうですね、難しいってこともありますし、あとはけっこう皆さん忘れてたん

です。2001 年に日本で初めて見つかって、そのあとしばらくはかなり関心も高かったし、

全頭検査するという枠組みがどういうふうに出てきて、そのあとどう取り扱われたかけっ

こう記憶されてたと思うんですけれども、この時点では落ち着いていましたので、それにつ

いていきなり意見を聞くのが難しいというのはおっしゃるとおりだと思います。もちろん、

中身に立ち入っていくと、BSE がなんで発生するのかということや、その対策みたいなこ

とについて知識が必要な部分があるので、そういう難しさもあるんです。これはミニパブリ

ックスで取り上げられるあらゆる課題に共通なんですけれども、そういう難しさがあるん

ですね。それで、一般的にそこをどう処理してるかというと、それは完ぺきではないんです

が、討論会に参加してもらう前に、必ずその問題についての情報・資料をお送りします。ま

ったく予備知識がない人が見ても分かるようにしたその資料を読んで頂くということが一

つと、この問題について詳しい専門家が参加者に待機していて、議論をして分からないこと

が出てきたら、その質問に答えてもらえるような形をとっています。もちろん完ぺきではな

いんですけれども、そんなやり方をしています。たしかに、難しさはあると思います。 

 

参加者 専門家の意見が出ると、みんなが一斉にそれに引きずられるような気がします。難

しい課題ですね。 

 

三上 そうですね、そういう面ももちろんあるんですけれども、逆の側面もあって、やっぱ

り専門家にとってはそこで自分たちのやってる研究だとか、知見が問われるという厳しい

部分もあるわけです。あとでその討論会の様子をお見せしますけれども、そこでなかなか専

門家が答えにくい質問を参加者の側がして、専門家を困らせるみたいな場面もあって、今、

ご指摘いただいてる視点はすごく大事で、やっぱりこういうミニパブリックスの場が、どう

いうふうに専門家と市民の対等な議論の場になるか、そのための設計の工夫がいろんな形

で凝らされていますので、また後でご紹介したいなと思います。 

 

上田 私もそのあたりはちょっと突っ込んで聞きたいことがいくつかありますので、あと

で質問したいと思います。 

 

三上 はい、よろしくお願いします。このビデオは、道民カレッジという市民向けの講座

で放送についての講師を担当させていただいた時に使用したものです。北海道放送の地上
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波テレビでその講座が放映されて、それがインターネットに残っていたものです。その一

部、3 分弱のビデオクリップで、今お話した BSE に関する討論型世論調査の様子です。 

 

 

ビデオ内司会者 

これは私たちの研究グループが 2011 年に行った討論型世論調査のイベントの様子です。こ

のイベントは、市民の政治参加に関する社会実験として行いました。このイベントを行った

時期は、発生後からの BSE 対策で、日本国内で感染…… 

 

三上 これは討論してもらう前に解説ビデオみたいなものを見てもらうんですね、事前に

情報資料を送ったうえで、その内容を要約したビデオを見てもらう。討論型世論調査で必ず

やらなければいけないものではないんですけれども、私たちはやりました。この時は私は司

会でしたが、このビデオを作ったのは同僚の映像編集に長けた研究者だったりと、手作りで

やったんですけども、そんなものを見てもらってから討論するというようなことをこの時

はやりました。最低限でもブックレットを読んでもらうというのはどんな討論型世論調査

でもやられているようですね。 

 

 

討論会のプログラム

9

9:30〜10:15 開会式・討論前アンケート

10:30〜12:00 グループ討論（1）
12:00〜12:45 昼食・休憩

12:45〜14:15 専門家とのQ&A（1）

14:30〜16:00 グループ討論（2）
16:15〜17:45 専門家とのQ&A（2）
17:45〜 討論後アンケート・閉会式

18:30 終了

「BSE問題
のこれまで」

「今後の
BSE対策」

 

ビデオ内司会者 

全頭検査は各自治体独自の判断で行われていました。北海道でも全頭検査を今後どうする

かが焦点となり始めていました。これはアンケートの様子です。イベントの最初、討論に入

る前に BSE の全頭検査に関するアンケートを取りました。アンケートの後はグループ討論に

入ります。１グループ 15 人に分かれて 90 分間自由に討論を行いました。討論する各グルー

プにはモデレーターという進行役が 1 人ずつ配置されます。議論の流れを整理したり、参加
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者の疑問や質問をまとめる役割を担います。グループ討論のあとは全体会が開かれました。

話し合いの中で出た疑問を参加者が直接、専門家に質問することが出来ます。【スライド 9】 

 

ビデオ内の参加者 

特定危険部位の除去は、現在のやり方で本当に大丈夫なんでしょうか？ 

 

ビデオ内の解答 

プリオンはほとんど危険部位に蓄積するといわれていますので、それを除去することでか

なりのところ安全性は確保できるだろうと。 

 

ビデオ内司会者 

この後もう 1 回ずつグループ討論と全体会を行い、さらに議論を深めます。そして最後にも

う一度アンケートを取り、イベントは終了します。 

 

三上 こんな感じの番組です。 

 

上田 今何人か専門家が並んでましたけれども、これはちょっとずつ分野が違ったりする

わけですか？ 

 

三上 そうですね。分野とそれからその課題についての見解の違いということで選びます。 

 

上田 なるほど。 

 

三上 これが討論型世論調査の流れというか、討論会の流れになるわけですね。今の様子を

写真でも資料にお付けしてますけれども。【スライド 10、11、12、13】 
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討論前アンケート

10
 

グループ討論

11
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専門家とのQ&A（全体会）

12
 

討論後アンケート

13
 

 

三上 この方法は、じつは日本の政府も使った方法なんですよね。ご記憶の方も多いかと思

うんですが、福島で原発事故があった翌年にエネルギー政策を見直すために国民的議論を

行うと当時の民主党の連立政権が言って、その一環としてこの討論型世論調査というのを

やりました。 
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2012年夏、政府も採用

• 福島事故後の「国民的議論」の方法として、
当時の政権が導入

• 2030年の原発比率「三つのシナリオ」を対象
として、2012年7月〜8月に政府が主催

• 議論の結果は、政府のエネルギー戦略の策
定（2012年9月）に反映

2016年4月19日 14市民科学講座

 

 

三上 それは我々の手作りのものとは規模が全然違って、日本全国の 1 万人以上の人にア

クセスして、電話の世論調査をやったんですけれども、最終的に 300 人ぐらいの人を東京に

一斉に集めて、もちろん旅費も全部政府が負担して実施するということになったんです。そ

の議論の結果自体は、政府のエネルギー戦略、今はまったく違うエネルギー戦略になっちゃ

いましたけれども、当時の政権が作ったエネルギー戦略の策定に、かなりはっきり反映され

ました。というのが討論型世論調査ですね。 

 

上田 あの、日本では他に、三上さんがやられた BSE の例と、この政府のエネルギー政策

以外にも例はありますか？ 

 

三上 討論型世論調査ですか？ 

 

上田 はい。 

 

三上 いくつかありますね。他はやっぱり研究者グループが行ったものが多いですけれど

も、年金制度をテーマにしたものとか、あとはもう少し小さな、自治体レベルで、その自治

体の基本計画ですね、それを策定するための討論型世論調査が行われたりとか、あと道州制

をテーマにした討論型世論調査もありました。全部でそうですね、討論型世論調査の形で行

われたのは、日本では 10 回ぐらいは行われてるんだろうと思います。 

 

上田 なるほど。 
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コンセンサス会議

• 約15人の市民パネルが、専門家と対話しなが
ら、通常5〜8日間かけてじっくりと話し合い、

• 市民パネルの間で合意を形成し、

• それを文書の形で、公表したり、行政機関や立
法機関（議会）に提言したりする

＊デンマークで1987年に始まり、二十数カ国で実施。
日本でも、1998年以降、10回程度の開催

2016年4月19日 15市民科学講座

 

 

三上 もう一つの方法をご紹介しましょう。コンセンサス会議という方法ですけども(スラ

イド 15)、こちらはだいぶ人数が少なくて、参加者 15 人ぐらいになるんですね。その代わり

に期間が非常に長くて、準備も含めると数ヶ月間ぐらいに渡って、週末を何度か使って行う

というものです。かつて我々もこれを何度か、私自身も２度主催者としてオーガナイズした

ことがありますけども、その 1 回、「ナノテクノロジーの食品への応用」というテーマの時

に、上田さんにも専門家として来て頂いたことがありました。その時はトータル 3 日間ぐら

いのコンセンサス会議で、少し短めのものだったんですけれども、フルスペックでいうと、

たしか 8 日間かけてやるものです。今の討論型世論調査の場合は、結果をアンケートで集約

する、投票のような形で集約するものなんですけれども、こちらはそうではなくて、その 15

人が話し合って、最終的に合意をして下さいということなんです。ある政策について合意を

して下さいということで、その合意をもとに文書を作るんです。コンセンサス文書のような

ものを作ります。それを行政機関とか議会に提言したりとか、マスメディアに発表して公表

したりする、そういうミニパブリックスのやり方です。このやり方は、さっきもちょっとご

紹介しましたけれども、もともとはデンマークで 1980 年代に始まって、新しい科学技術の

社会へのインパクトというか、それを評価する方法として使われ始めたもので、これが世界

的に大ヒットした、とたぶん言っていいと思うんですけれども、ほぼ世界中で行われて、日

本でも 10 回ぐらい、私もそのうち 3 回ぐらいに関わってますけれども、行われたと。まあ

そんな手法です。こちらに詳しい進め方がありますので、後でご覧いただけたらと思います。

準備期間なんかも含めると長丁場の会議になりますね。【スライド 16】 
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• 基礎的な情報についてのレクチャー

• 論点の洗い出しと、「鍵となる質問」（質問状）の作成
準備会合
（2回程度）

この間、2～3カ月程度の準備期間

• 専門家による「鍵となる質問」への回答

• 質疑応答、専門家との討論

本会議
1・2日目

• 市民パネルだけで議論

• 提案文書の作成
本会議
3日目

• 市民提案の発表と、専門家からの質疑・コメント

• 議員や報道関係者、傍聴者も加わって討論
本会議
4日目

コンセンサス会議の流れ

デンマーク式の標準設計による
 

 

三上 この方法で私も 2 度主催者側にまわってやったことがあるとお話をしたんですが、

そのうちの 1 回が北海道で遺伝子組み換え作物に関して開いたコンセンサス会議です。【ス

ライド 17】 

 

北海道での実施事例

• 遺伝子組換え（GM）作物コンセンサス会議

• 2006年11月～2007年2月、札幌で開催

• 主催：北海道
協力：北海道大学CoSTEPなど
運営：実行委員会（研究者など8名で構成）

• 主に、利害関係者の議論でつくられたGM作物に関
する政策（条例）について、一般道民の参加による
参照意見の形成をめざす

→結果は道のGM条例見直し検討の参考として活用

2016年4月19日 17市民科学講座

 

 

三上 こちらにいらっしゃる方はご存知の方も多いかもしれませんけども、北海道には遺

伝子組み換え作物の栽培を独自に、国のルールとは別にというか、それに加えて規制する条

例があります。この条例は 2005 年に制定されたんですが、その過程で、いろんな利害関係
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者、GM 作物を導入したいという立場の人と、それは非常に困るという立場の人の間で非常

に激しい議論があって、その結果生まれた条例なんです。遺伝子組み換え作物の栽培を道内

では相当厳しく規制するという条例になってます。ただ、それについて、あんまり一般の道

民が参加して議論をするという機会が十分無いまま条例が出来たんですね。そうしたこと

もあって条例の中に、附則という言い方だったと思うんですが、一文加わってまして、この

条例は定期的に見直しの検討をするということを謳ってます。実際に見直しの検討を数年

に一度やってるんですね。その材料にするために、一般の道民がどうこの遺伝子組み換え作

物について考えているかを明らかにしようということで、このコンセンサス会議を開くこ

とにしたんです。これはもう今から 10 年ぐらい前ですけれども、2006 年から 2007 年にか

けて、我々北海道大学のチームと北海道庁が協力して実施しました。議論の結果がどうだっ

たかは後でお話する時間があると思いますけれども、今でも数年に一回この「北海道遺伝子

組換え作物の栽培等による交雑等の防止に関する条例」の見直しが定期的に行われるんで

すが、その時に参照されてます。この会議は、さっきの討論型世論調査とはちょっと雰囲気

が違うんです。人数少ないですから。この右の写真が参加者全員です。【スライド 18】 

グループ討論と全体会議を交互に

2016年4月19日 18市民科学講座

 

 

三上 15 人、北海道全域から集まってきていて、一番若い人は 10 代の高校生でしたかね、

年配の方まで、男性女性ほぼ半分だったと思います。 

 

上田 これも無作為ですか？ 

 

三上 この時は無作為ではなくて、公募ですね。 
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上田 なるほど。 

 

三上 北海道全域から公募して、その人たちを年代と性別と、あと北海道は広いですから住

んでる地域で区分けして、それぞれの種類ごとに抽選をするという形で選びました。全体で

議論してるのが右の写真です。政策提言を作るための会議ですので、議論して論点が煮詰ま

ってきたりすると、じゃあその議論を深めて、どういう政策提言にしようか、みたいなこと

をグループに分かれて議論するということを繰り返しながら進めていきます。最終的に本

当にこの 15 人の人たちが政策提言を起草するんですね。この時は、起草するんだという話

は私たちも聞いていても、どうやって起草するんかいな？というのが結局よくわからなく

て、それでいろんな人の意見も聞きながら、どう設計したかというと、この時は皆さんに、

こういうことを市民提案の中で主張したいという草稿を持ち寄ってもらいました。それを

逐一、この左の写真ですけど、スクリーンに映しながら、みんなで揉んでいくという形で、

1 本の提言文章を作りました。【スライド 19】。 

「市民提案」の作成と提出

2016年4月19日 19市民科学講座

 

 

上田 それこそ一字一句みんなでいじるみたいな感じになるわけですね。 

 

三上 そうですね。いじりながらその政策提言の中で主張したい内容を戦わせていくとい

うような感じで進みました。これがだいたいミニパブリックスとは何かというお話の導入

部分というか前半部分なんですが、ここからミニパブリックスの意義とか課題みたいなこ

とをお話しようかなと思うので、一旦ここで止めましょうか。 

 

上田 そうですね、ちょっと参加者のほうに。どうでしょうか？今２つの例を主にお話頂い
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たんですけども、皆さんの目から見て、これで上手くいくの？とか、これはどうだったの？

とで突っ込んで聞きたいことがあれば、言って欲しいんですけれども、いかがでしょうか？

もしなければ、次にいきたいと思いますけれども。 

 

参加者 最終的にコンセンサス会議でまとめられた文章をみて、まったく気に入らんとい

う意見を持つ人も世の中にはいっぱい出てくると思うんですね、それをまるで市民を代表

する意見のように取り上げられたらすごく不本意に感じる人が少なからず出てきた場合は、

それは問題にならないのでしょうか？ 

 GM の是非について、例えばそういった十数名の話し合いの結果、GM は危険がないんだ

というふうになった場合、おいおい、それじゃ困るよという意見を持つ人がいっぱい出てき

た時に、まるでそれが市民を代表する意見のように取り上げられていたら、また違うところ

から、後になって反論がいっぱい上がってくるような気もするんですが、そういう収拾のつ

かないことにならないんですかね？ 

 

三上 うん、そうですね、それは起こりえますよね。お話の中に 2 回出てきた、まるで市民

の代表の意見のように取り上げられたらっていうところに、たぶん今のお話のポイントは

あって、たぶんそれはもっともやってはいけないことなんだろうというふうに私は思って

るんです。このミニパブリックスで出てくる意見、これはどのタイプでもそうですけど、討

論型世論調査でもコンセンサス会議でもそうなんですけれども、その結果を取り扱うとき

に一番注意しなければいけないのが、まさに今ご指摘頂いた点で、それがあたかも市民の代

表の意見であるというような形でそれを取り扱うことです。もちろんそれは普通の、いわゆ

る括弧つきのですけど、普通の市民が集まって、通常あんまり起こりえないことですよね、

ある課題について集中して勉強して、それについて意見を形成することって普通起こりえ

ないんだけども、やっぱりみんな気になってることで、いつかは時間取ってきちんと考えて、

必要ならば他の人と話し合って、考えたいと思ってるようなテーマって多分どなたもいろ

いろお持ちだと思うんですけど、なかなかそれが出来ないでいると。それをもし仮にやった

場合にどうなるかを示すのがこのミニパブリックスって方法なんですよね。ただ、やっぱり

勘違いしちゃいけないのは、それが本当の市民の意見だとか、本当の民意であるかのように

表象するというのは多分一番やっちゃいけないことで、それに近づきたいと思ってこうい

う方法を使うんですよね。だけどそれは一定の制約があって、無作為抽出だといっても、都

合が悪くて来られなかった人もいるし、こういうやり方は嫌いだから来なかった人もいる

から、ほんとの社会の縮図ではないし、当然先ほどご質問頂いたように、議論に参加する人

もその問題について勉強したとはいっても全てのことについて深く知っているわけではな

いので、そういう制約がある中での市民の意見だっていうことですよね。それをわきまえて、

意思決定したりするときには使うことが大事だなあとは思いますね。 
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上田 その辺は、私も非常に大事だと思いつつ、じゃあどういう位置づけにしたらいいのか

というのがなかなか見えないところもあるんです。つまり、そこから出てくるミニパブリッ

クスを通じて得た、集まってもらった人たちの意見、それはイコール市民の代表の意見では

ないというんですけども、何らかの形で活かしたいというのはあると思うんですね、それは

どういう位置づけにしていくのか、つまり、参考にはするけれども、その参考といってもい

ろんな扱い方がありますよね。参加出来なかった市民がそれをどのように受け止めるかっ

てこと自体も、そんな簡単には見えない事柄だったりもします。何をもって成果とするかと

いうあたりが、ケースバイケースなんだろうなという気がするんです。例えば政府がやった

ものだったら、政府はこういうふうにして参考にしますよみたいなことは、わりと政府の意

思として表明されると思うんですね。だけどそうじゃなくて、ある問題について論じたいと

いう、例えば研究者がそれを提案する場合に、それをどういうふうに活かすのか。それが市

民の意見の代表ではないけれども、ある種の市民の意見として世の中にどういうふうに流

通させていくのかというあたりが、ちょっと見えにくいんだろうなっていう気はしている

のです。 

 

ミニ・パブリックスの意義と課題

• 話し合いを通じた意見変容

• 「素人」目線での課題の問い直し

• 参加後も持続する熟議

• 合意形成の試みと対立点の明確化

• 政策決定の参照意見としての活用。課題も

• 運営主体と財源の問題

2016年4月19日 市民科学講座 20
 

 

三上 そうですね、この意義と課題というところにあげさせて頂いたんですけど【スライド

20】、この下から 2 つ目の政策決定の参照意見としての活用っていう部分に関わるお話かな

と思うんです。それで今ご質問頂いた点も、もしかしたらそういうことに関わるかなと思う

んですけれども、つまり、何か大事なことを決める時、強制力のある決定をする時に、参考

意見として用いられるわけだから、その意見というのがきちんとしたものじゃないといけ

ないというお話でしょうし、それから上田さんのお話はそれとは少し違った角度で、その参

照意見がどう決定にきちんと反映されてるのか、活かされているのかと、活かされ方に透明

性があるのかというお話だろうなと思うんです。その点に関してはいくつか材料に出来る

お話があって、一つはこのコンセンサス会議のモデルというのが参考になると思うんです
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ね。コンセンサス会議というのは、もともとデンマークで始まったんですけれども、これは

議会なり行政機関が、とくに新しい科学技術に関わる立法をしたり、予算措置をしたりする

時に、その対象になってる技術について、きちんとした知見に基づいてその意思決定をする

ための役割なわけです。テクノロジーアセスメントというのは、行政機関とか議員というの

は必ずしも科学技術の専門家ではないですから、いろんな情報なり知識を仕入れて意思決

定をする必要があるわけですよね、ただその仕入れる情報がある方向に偏ってたら、例えば

その技術を開発してる方面からのインプットばっかりで、予算が欲しいから、すごくいい技

術であんまりリスクがないんだみたいな、そういう情報だけが入ってきて意思決定をした

らとんでもないことになりますし、逆に、その技術にブレーキをかけてやる必要があるって

いうことをいろんな理由で考えてる人たちがいて、その方面からだけのインプットを聞い

て意思決定したら、それもまた危ないことになるんだろうと思うんです。 

 そういったいろんな意見だとかいろんな科学的な知見があるものを、独立の立場からっ

て普通いうんですけれども、独立の立場から評価をするという機能がテクノロジーアセス

メントで、日本には対応する機能がないんですけど、ヨーロッパの国なんかにはテクノロジ

ーアセスメント専門にやる組織というのがあるんですよね。TA 機関というのがね。その TA

機関のデンマーク版であるデンマーク技術委員会（DBT）というのがあって、そこが使って

たのがこのコンセンサス会議なんです。ですから、デンマークでのコンセンサス会議の場合

は非常に使われ方ははっきりしていて、このコンセンサス会議で出たアウトプットという

のは、オフィシャルに DBT が議会なり行政府に情報提供するという形でサーキュレットさ

れたということですね。それが一つで、もう一つは討論型世論調査に絡む話なんですが、こ

れは日本の話で、さっきの政府がやったもので、当時の民主党連立政権時代のエネルギー政

策の討論型世論調査なんですが、皆さんにお配りした資料でいうと、22、23 枚目あたりに

その時の話が少しあります。【スライド 22、23】 
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出典：「エネルギー・環境に関する選択肢〔概要〕」（2012年7月・国家戦略室） 23
 

三上 あの時は、ご記憶かなと思うんですけど、政府が 2030 年時点での原子力発電の総発

電に占める比率を何％にするのがいいでしょうか、と３つのシナリオを国民に対して提示

したんです。0％シナリオを含む内容を提示しました。【スライド 23】 それをもとに国民

的な議論をして欲しいと当時の政府は言ったわけですね。その議論の一部として討論型世

論調査を行ったんです。その時の結果はこれで。【スライド 22】 

話し合いを通じた意見変容
政府主催のエネルギー政策DPの場合
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 これが最初のアンケートですね、それで中間にも 1 回アンケートを取ってるんですけど、

最後のアンケートがこれで、原発 0％のシナリオを支持する人がこのブルーのバーなんです

けど【スライド 22】、話し合えば話し合うほど、この時は原発 0 のシナリオを支持する人が

増えてきて、ほぼ過半数になったという結果だったんです。 

 じつはその時の政権が作ったエネルギー戦略は、この討論型世論調査の直後に作りまし

たけれども、例の 40 年運転制限の厳格な適用とか、原発の新増設を行わないということで、

書き方は非常に玉虫色だったんですけど、2030 年代に原発稼働 0 を可能とするようにがん

ばる、という話です。そういう戦略になったんですけど、これに討論型世論調査の結果が非

常に大きなインパクトを与えたというふうにいわれてます。私もいろいろと分析して、結果

としてもそうだと考えてますが、この時の進め方で、一つ、私は非常に参考になるというか、

後々学ぶべきなんじゃないかなと思ったのは、この時、討論型世論調査だとか、他の世論調

査の結果だとか、あとは政府が公開ヒアリングなんかもやってましたけども、そこで得られ

たデータを全部公開して、それをどう読み解くべきか、という専門家を集めて行った会議で

す。その会議は公開で行われて、2 週間ぐらいの間に 3 回ぐらい開かれました。 

結果とその活用、問題点
政府主催のエネルギー政策DPの場合

• パブリックコメント、意見聴取会、他の世論調
査の結果などと合わせて、「革新的エネル
ギー・環境戦略」に反映

• 9月、「革新的エネルギー・環境戦略」の策定
– 40年運転制限制の厳格適用

– 規制委の安全確認を得たもののみ再稼働

– 原発の新設・増設は行わない

→「2030年代に原発稼働ゼロを可能とするよ
う、あらゆる政策資源を投入」

2016年4月19日 25市民科学講座

 

 

 私はあとでその議事録も全部分析しましたけれども、あんまり十分な議論がされてると

はいえなくて、こういっちゃなんですけど、もう少しがんばって議論するべきだったんじゃ

ないかなと思える部分もありましたけれども、ただ、私が学ぶべきなんじゃないかなと思っ

たのは、そういった市民参加のプロセスからのインプットを、先ほどの上田さんのお話でい

うと、どう政策決定に反映したのかというプロセスを透明化しようっていう意図はあった

んですね。問題は、その議論がちょっと不十分だったことと、あとはそういう議論の場を設

けるというのを決めたのが、これは完全に泥縄なんですけど、討論型世論調査が終わって結

果が出た後なんですね。これは政治的ないろんな理由がきっとあったでしょう。かなりショ
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ッキングな結果が出たわけですよね、言ってみれば。こういう結果になるとは、たぶん当時

の政府も思ってなかったでしょうから、まあそれで慌ててそういう会議を設けたという部

分もあるかもしれませんけど、ただ、一つやっぱり学ぶべきだと思うのは、そういった市民

参加のプロセスで得られた結果というのを、どう決定と繋げるか、その繋げ方をできるだけ

透明化するっていうことは、おそらく学ぶべき教訓なのかなと思ってます。 

 

上田 なるほど。そうするとミニパブリックスの議論の中身、それから最終的な文章、そう

いうものを含めて、さっき例に挙げられた手法では、ほぼすべて全部公開するということが

原則になっていますか？ 

 

三上 いえ。それはかならずしもそうではなくて、むしろそこがすごく透明化されてるのは

決して多くはないんじゃないかなと思います。その透明化するというのは、少し分けて考え

たほうがいいと思いますけど、ミニパブリックスのプロセス自体を透明に行うということ

はかなり行われてると思います。 

 

上田 なるほど。 

 

三上 先ほどご指摘があったように、それをあたかも市民の理想的な意見だみたいに表象

することを避ける意味で、それはこういう手続きで構築された意見なんだということ、手順

を明らかにするという意味で、たぶんどのプロセスでも意識されてるんじゃないかなと思

います。それが 1 つ目で、もう 1 つの方は、そうやって得られた会議の、そのプロセスも含

めた結果を、あるいはコンセンサス会議でいえばコンセンサス文書や討論型世論調査の結

果を、どう反映するか、というプロセスの透明性については、これはかならずしも十分いろ

んなケースではかられてるとは言えないと。日本の 2012 年に行われた討論型世論調査の場

合は、十分ではなかったんだけども、それを追求しようとしたことに意義はあったのかなっ

ていうふうに思いますね。 

 

上田 私も、じつはつい２、３年前に経験したことなんですけども、例えば非常に率直な、

真摯な議論をさせるといった場合に、「あなたの話していることを全部公にしますよ」とい

うことが逆に圧力になって、率直に話せないというふうに表明する専門家も少なくなかっ

たんですね。じゃあどうするかということになって、議論は思いっきりして頂くために非公

開にするんだけれども、最終的にそこで得られた、私たちが整理したものは表に出すので、

その文書に関して、公になるということのきちんとした合意を取って出しますよみたいな

プロセスでいったんですね。だから、プロセスが透明化されているってことは、私は場合に

よっては必須条件じゃないというふうにも思っていまして、どういう風な良い議論をさせ

るかっていうことの方がむしろ重視しなきゃいけないものとしてあるのかなという気もし
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てるんですね。ですからかなり状況とかやり方に応じて、この部分は明らかに全部見せるけ

れども、この部分は置いておいて、あとから結果だけ見せるとか、そういういろんなケース

があるんじゃないかなという気はしています。 

 

三上 そうですね、それはまったく同感です。今上田さんがおっしゃったのは、いわゆるチ

ャタムハウスルールのような取り扱いだと思うんですけれども、それはおそらくコンセン

サス会議なんかでも同様で、例えばこうして市民パネルだけで話し合ってる部分なんかは、

この時はたしか公開でやりましたけど、非公開でやることが多いんですよね。それは同じよ

うな事情で、やっぱり衆人環視の元で話し合うのはやりにくい、とそこはクローズドセッシ

ョンでやるというようなことは行われます。ポイントは、それがどういう手続きでクローズ

ドで行われると決められたのかということとか、とくに専門家の場合は説明責任というの

がより高まると思うんですけれども、なぜその部分に関しては、例えばチャタムハウスルー

ルであればチャタムハウスルールを適用してそのプロセスを行ったのかということを、そ

れ自体はきちんと透明にしておくことは必要で、そういう意味での透明性かなと思います

ね。本当に全部公開して中継しなきゃいけないみたいな、そういう話とはちょっと違うかな

というふうには思いますね。 

 

上田 わかりました。 

 

参加者 チャタムハウスルールって簡単に何ですか？ 

 

三上 今まさに上田さんがおっしゃったお話で…… 

 

参加者 内容はいいんですけど、チャタムハウスってどっから来たのか？ 

 

三上 それはたしか、私も今正確にお答え出来ないですけど（※）、そこでは、非常に機微

のある問題について、専門家や政府の高官が集まって議論するような場面があるので、内容

としては上田さんが言われたことなんですけど、誰が発現した内容かを後で公開はしない

し、そこに参加した人も引用しないという約束で議論を始める、というルールですね。 

（※）1927 年に考案され、イギリスのシンクタンクであるチャタムハウス（王立国際問題研究所）で採用

されたことに由来して名付けられた。 

 

参加者 昔の話ですか？このコンセンサス会議がやられるようになって出てきた話です

か？ 

 

三上 いえいえ、それ以前の話だったんじゃないかなと思います。 
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上田 はい、じゃあ次いきましょうか。 

 

三上 それで意義と課題ということで、政策決定の参照意見として活用されるけれども、課

題もあるという話は少し今出来たかなと思いますので、このミニパブリックスの良さの一

つとして、その話し合いを通して意見が変わるというか、意見が変わるような話し合いがそ

こで行われるということがあるんです。一つ象徴的なデータというか、図をご覧いただきた

いんですが、さっきご紹介した BSE 問題に関する討論型世論調査、我々が研究の一環とし

てやった討論型世論調査ですが、その時のアンケートで、いろんな設問があったんですけど

も、その中にまさにダイレクトに、「BSE 全頭検査をこれからも続けますか？ それともも

うやめますか？」という質問があったんです。 

 このグラフの見方なんですけども、その時の質問は、BSE 全頭検査に非常に強く賛成す

る方は 1 番を選んで下さい、一方で強く反対する方は 7 番を選んで下さい、と。中間を 4 番

として、ご自分の意見に近いものを 1 番から 7 番の間でどれか一つ選んで下さいという形

で答えてもらったんですね。アンケートは、この時は 3 回やったんです。前と後なんですけ

ども、一番最初に世論調査としてやったアンケートが 1 回目ですね、それをここでは T1 と

呼んでますけど、このグラフでは黒いグラフで表してます。その後、集まってもらって話し

合いをして、最後に帰る前にアンケートに答えてもらってます。それが白いバーです。その

間にあるこれはなにかというと、集まって話し合いを始める前にも 1 回アンケートを取っ

てるんです。つまりその段階で資料は読んできてるという状態なわけです。 

 

上田 なるほど。 

 

三上 資料は読んで、これから話し合うぞという時にアンケートに書いてもらってるのを

先ほどのビデオで見ていただきました。その 3 つのアンケートの結果を並べたものなんで

すが【スライド 21】、これ一目瞭然なんですが、最初になんの準備もなく、話し合いもまだ

で、たぶん予備知識、BSE ってなんだったか、全頭検査ってなんだったかも忘れちゃってた

人が多かったと思うんですが、その状態で全頭検査やりますか？って聞くと、7 割ぐらいの

人がほぼ賛成って答えるわけです。強く賛成という人が、この黒いグラフですけども、4 割

以上いるという状態でした。 
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話し合いを通じた意見変容
BSE全頭検査への賛否（7段階評価）
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三上 それが情報冊子を読んで、つまり BSE 全頭検査とはこういう理由で出てきて、その

時にはそれなりに意味があったけど、今の科学的知見ではこうなってますよという話を読

んだのがグレーの段階ですね。読んでから討論会の参加者に集まると、まあ少し強い賛成の

人が減って、でもまだいます。やっぱりやらなくていいんじゃない？とか、ちょっとどっち

か分からないって人が増えてきます。さらにこの白いグラフが、話し合った後ですね。参加

者同士も話し合って、やっぱりこの全頭検査、念のためしたほうがいいの？お金もかかって

るしね、どうする？専門家の人にもちょっと聞いてみよう。本当に特定危険部位を除くだけ

で大丈夫なの？とか、そういう話も聞いた中で、最後に答えてもらったら、反対って人が結

構な数になってるわけです。4 割ぐらいの人が反対方向です。こういうふうに意見が変わる

んですね。それはエネルギー政策の討論型世論調査の時もそうでした。これは意見が変わる

ってことが大事なんではなくて、そうやって意見が変わりうるような話し合いがそこで行

われて、一定程度その問題についての知識も得て、他の人と話し合って、自分の意見を固め

るというプロセスがあることが、このやり方のミソだっていうことです。 

 それに関連してこのミニパブリックスの話し合いの優れているというか特徴になる部分

として、その問題について普段あまり考えたことがないとか、知識ももしかしたら十分無い、

我々みんなそうですよね、大抵の問題についてそうなんですけど、そういう人が話し合って

うまくいくのかってご指摘がさっきあって、ただそれに対しては対策がいろいろあるって

お話をしたんですけど、もう一つ別の話もあって、その問題をいつも考えてるとか、専門に

研究してるとか、それで暮らしを立ててるとか、そういう専門家、利害関係者の人では出せ

ない論点というのも当然あるわけですよね。そういう利害を離れた、いわゆる普通の市民だ

から出せる、いろんな観点というのはあって、ここでは素人目線で書きましたけども、その
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問題に深くコミットしてない人の目線での課題の問いなおしということを引き出すような

仕掛けというのがけっこうミニパブリックスの中では組み込まれてるんですね。それで以

前、上田さんにも参加して頂いたコンセンサス会議でもそうなんですけども、上田さんにも

来ていただく前に、事前に質問をお送りしましたよね。 

 

上田 はい。きました。 

 

三上 つまり専門家に来てもらって、あの時は上田さんにはナノテクノロジーを食品・農業

分野に応用することの社会的ないろんなインプリケーション、とくに問題点も含めたイン

プリケーションということをお話頂いて、同時にお招きした専門家の中には、食品ナノテク

ノロジーをガンガンに開発してるような研究グループの人たちとか、メーカーの人たちな

んかにも来て頂いて、そういう異なる立場の人に専門家として入って頂くってかっこうだ

ったんですけど、その専門家それぞれの方に、事前に質問を送るんですね。鍵となる質問と

普通呼ばれるんですが、キークエスチョン、質問状です、平たく言うと。この質問状をどう

やって作るかというと、事前に、専門家がいない状態で、その 15 人の市民パネルの人だけ

で集まって、 

 

上田 作るんですか？ 

 

三上 そうなんです。簡単な情報資料みたいなものは提供されるんですね、ナノテクノロジ

ーという、物を微細に細かく砕いて、それを測ったりする技術があるんだけど、それを食品

に応用しようっていう技術が今進んでるらしいよと。こうなってるんだという簡単な情報

提供だけをして、そのうえで質問を考えてもらうんですね。つまり、この技術はいいよとい

う話とか、上田さんが話して下さったような、この技術を考えるときには、こういう社会的・

倫理的なインプリケーションも考えるべきだっていうのを聞く前に、市民の目から見て、ど

ういうふうにこの問題は枠組みとして捉えられるのか、フレーミングっていったらいいん

でしょうか、どうフレームされるかということを話し合う場面があって、それも単に話し合

うだけじゃなくて、質問状という形でまとめるというプロセスがあるんです。 

 このナノテクノロジー食品のコンセンサス会議の時は、参加者がどういう質問状を作っ

たかというと、例えばどんな素晴らしい技術なのか？とか、どうやって安全性を確保するの

か？みたいなことを研究者は言うんですけど、そういう質問じゃなかったんですよね。トッ

プにきたのは、そこまで技術を開発する必要が我々の社会にとってあるのか？とか、消費者

にとっての本当のメリットはなんなの？とか、研究開発としての面白さは資料にいろいろ

書かれてるんだけど、消費者にとっての本当のメリットはなんだったのか？という話だっ

たんです。もちろん開発してる研究者の人もそういうことを考えずにやっているわけでは

ないんですけれども、やっぱり先に研究者の人たちにレクチャーをしてもらう中では出て



              『市民研通信』 第 47 号                    通巻 193 号 2018 年 9 月 

 
 

32 
 

 

こない論点だったんじゃないかなと思ってまして。 

 

上田 そうですね。 

 

三上 実際このコンセンサス会議で情報提供してくれた専門家の方たちに、あとでフォロ

ーアップのインタビューをさせていただいたんですけど、その時にナノテク食品の開発を

大学でなさってる専門家の先生が会議の後で言った感想なんですけど、専門家の側からこ

のプロセスをみると、参加者の人にある程度ポイントは理解してもらったうえで、ただこち

らの考えを押し付けるんじゃなくて、違った意見も聞くことが出来たというのが非常に良

かったというようなことを言って下さって、それがこういうミニパブリックスの場で、いわ

ゆる市民の目線での課題の問い直しが出来るという、ひとつの良さなのかなあと思います

ね。 

 

上田 なるほど。選ばれた人たちが、最初のキーとなるクエスチョンを作る時に、もうちょ

っとこの技術について知りたいんだけどみたいな質問も出てくると思うんですけど、そう

いう場合の対応はどういうふうにされるんですか？ 

 

三上 いくつかやり方があるんですけども、そのカギとなる質問を作るためのセッション、

その本体の会議をやる前の準備会合ってこの手法では呼ばれるんですけども、その準備会

合をやるときに、その技術についてある程度知っている専門家をその場にも招くというや

り方もあります。ただ、その場合はその人にガンガンレクチャーをしてもらうっていう形で

はなくて、あくまでも資料だけ提示してもらって、質問があったら答えてもらうとか、あと

ひとつよくやる方法は、その技術の直接のステークホルダー、例えば開発をしてる研究者だ

とか、その技術を社会に普及させないようにしようと反対の旗を振ってる NPO の人みたい

な、利害関係者を呼ぶんじゃなくて、もう一歩引いた立場で、例えばジャーナリストのよう

な立場で、いろんなステークホルダーに取材をしながら、その技術の社会的な文脈について

取材してるような人を専門家として一人招いて、質問づくりの手助けをするみたいなやり

方はありえますよね。 

 

上田 なるほど。 

 

三上 ですからこのコンセンサス会議というやり方の優れているところは、そういうワン

クッション置くっていうんでしょうかね、フレーミングを市民の側が握れるような形にす

るということなんですね。ただちょっと余談になりますけども、このコンセンサス会議って、

今もうデンマークで使われてないって。 
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上田 あそうなんですか？あらまあ。 

 

三上 このデンマーク技術委員会って組織も、もう 4 年ぐらい前にじつは廃止されたんで

す。それがオチかよって思われるかもしれませんが。 

 

参加者 （笑い） 

 

三上 じつは、デンマークでの政権交代が直接の引き金なんですけど、科学技術予算のカッ

トみたいな話があって、まあどこでもそうですよね、先進資本主義の国の中では、それで非

常に皮肉なのは、しばらく保守的な政権があの国で続いてたんですけども、３、４年前に社

民的な政権に変わるんです。保守的な政権のもとで、デンマーク技術委員会は市民参加とか

言ってますので、厳しい状態にあったと聞いていたので、これで少し良くなるのかなと思っ

たら、むしろその内閣が、がんがん改革をするみたいな、いろんなところに手を付けること

をやり始めて、科学技術予算をカットするっていう中で、DBT につけてた交付金を削除す

るという決定をしたんです。ただ彼らは非常にたくましくて、今、民間財団としてしっかり

生き残ってます。その時に彼らは、WEB サイト見ると分かるんですけども、もうテクノロ

ジーアセスメントっていう旗だけではやっぱり生きていけなくって、市民参加をベースに

した意思決定の支援というようなことのコンサルテーションで、それはファシリテーショ

ンだとか、自治体の政策決定だとかも含めてだと思うんですが、そういうことにシフトはし

てきています。その中で非常に面白いのは彼らがコンセンサス会議っていうのはもう主力

商品になりえないと思ったんでしょうね、あんまりコンセンサス会議ってことを言わなく

なってるんですけども、代わりに彼らが今売り出し中の手法のひとつが、世界市民会議とい

う方法なんですね。【スライド 30】 

世界市民会議（WWViews）

• 世界規模でのミニ・パブリックスの試み

• 数十カ国で、それぞれの国・地域の縮図となる
100人の市民を集め、同じ日に、同じ問いについ
て、同じ情報資料を使って、同じプログラムで議
論する会議

• 結果はインターネットを用いてリアルタイムで集
計し、ウェブ上で展開。事後には報告書にして、
国際機関やメディアにも提供

• 気候変動や生物多様性などテーマに、2009年
から昨年までに3度開催

2016年4月19日 市民科学講座 30
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三上 これはミニパブリックスの考え方が世界中に広がってるということのひとつの象徴

だと思うんですが、世界規模でミニパブリックスを展開するというイベントなんです。よう

するに、世界数十か国で同時に、同じ日に 100 人規模のミニパブリックスを同じテーマで、

同じ情報資料を使って、同じプログラムでやるという企画なんです。じつはすでにそんな夢

みたいな話が 2009 年から 3 回行われていて、1 回目は気候変動、2 回目は生物多様性、3 回

目は去年（2015 年）ですけれども、「気候変動とエネルギー」というテーマでやられてます。

これを主導してるのがデンマーク技術委員会なんですね。で、彼らはそうやって 1 国の中で

のテクノロジーアセスメントとしてのミニパブリックスではなくて、世界的にそのやり方

を広げようとしてます。その中で、さっきの話に戻るんですけども、このコンセンサス会議

の良さとして、市民が質問状を作って論点を練り上げるということを紹介しましたが、この

世界市民会議の場合は逆なんですね。これは DBT、デンマーク技術委員会のコーディネー

ターの人がはっきり論文に書いてましたけども、グローバルな規模でこういったミニパブ

リックスを展開しようとする場合に、我々がコンセンサス会議でやってたような、市民が論

点を構築していって、それを叩き上げていって政策決定に結び付けるというようなやり方

は残念ながら通用しない。むしろ自分たちが今やっているのは、今、国際交渉で何が論点に

なっていて、国際交渉に参加している専門家とか政府関係者が、どういう意思決定について

市民の声を欲しいと思っているのか、それをよく聞いて、それに合わせて論点を作るべきな

んだと。それがこの世界市民会議っていう方法を成功させるための鍵だというふうにはっ

きり書いていまして、そういった科学技術の分野における市民参加を主導してきた組織が、

どこに力点を置いているのかが、社会の変化の中でこうやって変わってきてるんだってい

うことの象徴だなあって思いましたけれども。 

 

上田 なるほど、それは逆に言うならば、要するに為政者たちというのか、政策決定する側

が、より的確な市民の声を聞きたいというようなニーズが確実に出てきたことを意味する

んでしょうか？つまり、市民の側の素朴な意見に基づいて、どういう問いを立てたらいいか

というやり方から、政策を決める側が、どういうふうなことを知りたいかっていうあたりは、

今言ったように DBT がちゃんと引き出して、それと市民とを突き合わせるみたいな、DBT

は言ってみれば政策の練り上げの請負人みたいな形になってくるってことを意味するんで

すか？ 

 

三上 そうですね、起こっていることをすこし肯定的に、前向きにとらえればそういうふう

に見ることも出来ると思います。ただやっぱり危うさもあるわけですよね、結局それはその

政策決定者と、DBT という、私はそうは思ってないですけれども、調査会社が結託して、

ある種の、自分たちに都合のいいマーケティングをしてるということにももしかしたらな

りかねないわけで、それは当然、世界市民会議をコーディネイトしてる DBT のひとたちは
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よく自覚されてるとは思うんですけれども、そういう危うさももちろんあるので、そこの評

価は難しいかなと思います。そんなことがじつはあって、ここで素人目線での課題の問い直

しっていうふうに一応は書いたんですけど（スライド 20）、そうじゃない側面というか、こ

れはなかなか拮抗してる部分はあるんだろうと思うんですよね。で、同じような話が、4 番

目に書いた合意形成の試みと対立点の明確化（スライド 20）ってありますけど、これは主

にコンセンサス会議を念頭に置いて私は書いたんですね。それで例えば、遺伝子組み換え作

物の、北海道でやったコンセンサス会議の場合、これは延々議論をして、最後合意は得られ

なかったんですね。【スライド 24】 

結果とその活用、問題点
北海道でのコンセンサス会議の結果

• 道内でのGM作物栽培の是非に関しては、
合意は得られず両論併記

• しかし、栽培の是非が、北海道農業の将来像
の選択と不可分であることでは全員が一致
（＝不合意の所在を明確化）

• 2008年度・2011年度のGM条例見直し検討に
際して、この会議結果が継続的に参照される

• ただし、その後、道での活用例はなし。「使い
づらさ」が問題か（手間と結論の曖昧さ）

2016年4月19日 24市民科学講座

 

 

三上 私その時、ファシリテーターしてたんですけども、一方には北海道に遺伝子組み換え

作物を導入すべきだって強く主張する方がいらして、逆にそれは絶対にダメだっていう人

がいて、意見は半々という感じではなくて、一方が強い感じではあったんですけれども、と

にかく全員で合意しないと提言文書には書けないっていうことで、最終的には両論併記に

なってるんですね。なぜ意見が一致しないのかっていうことについては合意したので、それ

について書くってことになったんです。 

 

上田 なるほど！ 

 

三上 いやでも、これ、なかなか味わい深い文章になっていて、今でもインターネットで読

めますからもし機会があったらご覧いただけたらと思うんですが、これは、いち遺伝子組み

換え作物っていう技術の問題ではなくって、北海道の農業の将来図をどう描くかっていう

問題なんだって市民パネルの人たちは言っていて、遺伝子組み換え作物のある北海道の農

業とはこういう将来像だと、それはひとつあり得ると、それを強く主張した市民パネルの人

もいたわけですね。一方で遺伝子組み換え作物のない北海道の農業の将来像とはこういう

ものだと、それもひとつのリアリティある像だと。そこをきちんと議論しないと、遺伝子組
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み換え作物をどう取り扱っていくかっていうことが、本当はじつは決まらないんだという

ことを言われているんですね。 

 この時はかなり新聞記者も取材に来ていて、大きく取り扱ってくれたんですが、ある新聞

社は両論併記になったというのが決まったところで、飛び出したんでしょうか、翌朝の朝刊

を見たら、「両論併記で合意は得られず、議論の難しさ露呈する」みたいなことが書かれて

いて、それはたしかにわかるんですけれども、最後まで市民提言を読んでもらうと、そうい

う話にはなっていなくて、これはつまり、議論を尽くしてもなかなか合意が得られない部分

は当然あって、専門家同士で話し合っても、合意できないような話についてその時初めて話

を聞いた市民が、この時は 40 時間ぐらい話し合いましたけれども、そんな簡単に合意を得

られるわけはないという部分はあって、でもその合意できないポイントにこそ、じつはこれ

から議論しなきゃいけない、勢力を注いで議論しなければいけないポイントであると。その

新聞記事は、見落として書かれてるのかなあと思って、非常に残念だなあと思ったんですけ

れども、そういう働きっていうんですかね、ミニパブリックスの中で、どこは合意が出来て、

どこは合意が出来ないのかと、で、本当にこの先議論をすべき対立点てのはどこにあるのか

みたいなことを炙り出すというような働きも、それがやっぱりこのミニパブリックスの中

にあるのかなと思いますね。それがこの 3 番目にも続いていて、参加後も持続する熟議って

いうのは、これに参加した方って、やっぱり、私も直接、終わった後のフォローアップのヒ

アリングとかをやらせて頂いたことがあったんですけれども、やっぱり、本人の中でもすご

く考えるし、で、それを後で身の周りの人に話したりみたいなことをしたということがある

みたいなんですよね。 

 これは先ほどご紹介した、2012 年のエネルギー政策に関する討論型世論調査が行われた

時に、我々研究者のグループでもそれと並行して、小さな討論型世論調査をやったってこと

があったんですが、そこに参加した方に、後でフォローアップでインタビューをさせて頂い

たことがあって、その方はさっきお話したいくつかの論点を含むインタビューだったんで

すけれども、まず自分は、原子力発電が大変なことになったけれども、そんな簡単になくせ

ないだろうと思って、むしろ原子力発電をなくすっていうことよりも、この大変な経済をな

んとかしなきゃいけないんだという問題意識で参加したんだけども、やっぱり話し合う中

で、原発に頼らない社会を作っていかなきゃいけないんじゃないかっていう意見に自分の

中では変わっていったと。そのイベントをやったのが 8 月で、11 月にインタビューをさせ

てもらいましたけども、そういう方向の考えが強まってるように自分は思うと話してまし

た。40 代の女性の方ですけどもね。我々がやった討論型世論調査の様子を、ある民放のニ

ュースが取材してくれて、けっこう丁寧に番組の中で紹介してくれたんですが、その方の様

子も少し映ってたみたいで、それを職場の同僚が見て、あなたあれに参加してたよねみたい

なことで声をかけられたと。職場で自分の考えてること、原発の是非みたいなことを話し合

うというのは、たぶん多くの職場がきっとそうだと思いますけど、なかなか話しにくい、特

にあの時期では、話し合いにくかったと思いますけれども、そういうことについて少し意見
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を交わすようなこともあったりしたとおっしゃっていて、参加した後の、そういった熟議と

いうのは人によって違うと思いますけれども、続いてるってことなのかなと思います。 

 

上田 そうですよね。これは私も経験するところで、結局、人は自分の意見はそれなりに持

っているわけですけども、それを、本当に対立する人と正直にすり合わせて、深く議論する

という経験は、じつはかなり少ないんじゃないかなっていう気がするんです。つまり、その

対立というのは、そもそも相手と壁を設けるみたいな取り方をしてしまって、コミュニケー

ションが成り立たないことを前提にその対立が生まれているってことがあるように、そう

いうケースが多いと思うんですね。そういう中を、あえてその壁を崩して、じゃあほんとに

どこまでが一緒でどこまでが違うかをはっきりさせようよ、という、お互いがそういう姿勢

で臨んで話し合うっていうのは本来あるべき姿なんですけども、それを自分から作るのは

とても難しいことなので、やっぱり第三者がこういう場をしつらえて初めて経験するって

ことがあるわけですよね。そうするとその効果を身に沁みて感じる、つまり、自分の意見と

いうものに依って来る由来、それから相手との違いが、それがなぜ生まれたかということを

より深いところで理解するみたいなことがおこると思うんです。そうすると、自分の意見の

伝え方とか、他人の意見の聞き方とかというものに対しても、なにか深みが出てくるような

ところがあって、そういう意味では、こんな言葉を使ってあれですけど、教育的効果の高い

ものになってるんじゃないかなと、私はいくつかこういう類したものを経験して感じると

ころなんですね。だからそういう意味では、ミニパブリックスを、今言った政策的な課題に

合わせてやっていくということだけじゃなくって、質問の中にもチラッと書きましたけど

も、例えば学校の中でね、今までだったら仮のディベートみたいな形で、いわば無理やり作

ってやるみたいなことで、いってみればレッスンみたいなことはあったのかもしれません

けども、もっとやれるんじゃないかなあと思ってるんですね。ほんとにあなたの意見は何な

の？っていうことを洗い出して、第三者をかませて、きちんと議論していくみたいなことは、

僕はほんとに、政治的な参加の度合いを高めていくときの基礎になるんだろうなというふ

うに思ってます。 

 

三上 やっぱり本当に社会の中で生きてると、すごく狭い、タコツボの中で生活してるわけ

ですよね、職場だったり、地域の中にもいろんな人が住んでるかもしれないけれども、その

住んでる地域だったりとかで。それっていつから始まってるのかっていうと、今、千葉大学

にいる神里達博（かみさとたつひろ）さんがすごくうまい表現をされてて、神里さんにも

2009 年に世界市民会議をやったときに、テーブルファシリテーターとして参加してもらっ

たことがあったのですが、終わった後に、この経験、ミニパブリックスで議論するってどう

いうことなのかっていうことをシンポジウムでコメントをしていただいたことがあります。

その時にたしか神里さんが言われてたと思うんですけど、「こうやって本当にいろんな人と、

いろんな立場というか、いろんな職業を持ち、いろんなところに住んでて、いろんな背景を
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持ってる人と話し合うというか、接する場というのは、多くの人にとって中学校の教室以来

…、あ、いや違う、自動車教習所以来だ」、みたいなことを言われて、あーうまいことをい

うなと思ったんですけども、つまりそれぐらい、そういう社会の縮図のような場面で話し合

う機会っていうのは、なかなか普通に生活してると無いことなので、翻ってやっぱりそうい

う場で、本当に意見をぶつけ合うみたいな経験をもつ効果っていうんですかね、それは参加

者にとって、オーガナイズする側にとってもそうだと思いますけど、大きいんだろうなと思

いますよね。…さて、それでどうしましょうか？ 

 

上田 この最後のあたりをお願いします。 

 

ミニ・パブリックスの意義と課題

• 話し合いを通じた意見変容

• 「素人」目線での課題の問い直し

• 参加後も持続する熟議

• 合意形成の試みと対立点の明確化

• 政策決定の参照意見としての活用。課題も

• 運営主体と財源の問題

2016年4月19日 市民科学講座 20
 

 

三上 運営主体と、これたしか上田さんのご質問の中にもこの観点て書かれてたんですよ

ね、1 番目の観点でした？ 

 

上田 そうですね。 

 

三上 その質問の中の、たしか 1 番目の質問がまさにその話なんですよね。 

ちょっと読みますけれども、上田さんから頂いた質問は「海外を含めて、これまでの事例か

らみて、どういう組織や団体が、なになにという問題に対してミニパブリックスを仕掛けよ

うと呼びかけ、その設計や運営を担っていくことが多いのだろうか？その際に、費用や労力

をどのように確保することがよくみられるのだろうか？行政や政府自体がミニパブリック

スを政策形成や、政策決定のプロセスに制度として組み込んでいる例もあるのだろうか？」

ということで、これに関しては、非常に典型的なのは、さきほどのテクノロジーアセスメン

トですよね。それも参加型テクノロジーアセスメントというふうにヨーロッパの人たちは

言いますけれども、その仕組みとして、そのテクノロジーアセスメント機関という組織が、

これはまだ多くの国にあります。そこがこういったミニパブリックス型の市民参加の手法
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で会議を組織して、そこで得られた意見を科学技術政策の立案にインプットするっていう

ことをやってます。 

 ただですね、この質問の中で、もしかしたらちょっと注意したほうがいいかなって思うの

は、この最後の部分で、政策形成や、政策決定のプロセスに制度として組み込んでいる例が

あるか？とあるんですけど、例えばデンマークなんかで行われてたテクノロジーアセスメ

ントの機関というのは、これは 2012 年に廃止されましたけれども、それまでは、そのテク

ノロジーアセスメント機関自体は、制度的に担保されてたわけですね。設置法という法律が

あって作られたと。ただ、それが例えばコンセンサス会議を開いて、コンセンサス会議の結

果を議会が聞くみたいなことはべつに制度化はされてなかったわけです。あくまでもミニ

パブリックスを使う組織があって、そこに対して公的なお金があてがわれて、その組織が維

持されてたっていうことはありますけれども、ミニパブリックス自体を、あらかじめ制度と

して組み込んでるっていう例は、そんなに多くはないというか、ほとんどないんじゃないか

なというふうに思いますね。 

 

上田 なるほど。それはそれでむしろ、どういうんでしょう、組み込まないことによって、

中立公正をきちんと確保するみたいな側面もあるのかなという気もするんですね。例えば、

テクノロジーアセスメント機関が、そうやって報告書を出しますよね。その報告書というの

は、いってみれば今の世の中の仕組みの中では、あたうるかぎり、中立で公正で、プロセス

も透明でやりましたよってことの一つの結果ですよね。そういうものが出てきた時に、単な

る報告書だよと無視できるかっていうあたりの問題が僕はあると思うんです。つまりどん

な為政者、例えば政治家にしろ議員にしろ、非常に時間とお金をかけて、皆さんにとって承

服できるようなプロセスを経て出てきた、一つの技術に対する評価というものを、まったく

無視するってことはたぶん出来ない。じゃあどう活かすかは、それは強制的ではないけれど

も、無視できないということのもとに物事が動いていくという、なんかそういう感じを僕は

TA に対しては持つんですね。 

 

三上 そうなんですよね、だからそこは制度化されていないことの強みというか、 

 

上田 ええ、強みという面ですよね。 

 

三上 その、ダイレクトに意思決定に紐づけられてないということの強みなんでしょうね、

きっと。ただそこは両面あって、そのことの不安定さみたいなものもね、先ほどご紹介した

討論型世論調査みたいな、ちょっと TA とはちがいますけれども、そういう不安定さみたい

なこともあると。両面あるのかなと思いますけども、まあ TA に関してはおっしゃるとおり

だと思いますね。それかたぶん単純に制度だけの問題ではないんでしょうね、おそらく。さ

きほどおっしゃった TA の報告書ですね、TA レポートであったり、TA のノートだったり
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というものが出てきたときに、やっぱりその報告書が置かれるところがどういう場かって

ことですよね。それは単に議員に配達されて、議員が受け取るっていうことではなくて、や

っぱりある意味では開かれた議論の場の中に置かれるわけですよね。こういう報告書があ

るのに、それはどうして無視されてるのかっていう批判の元に、当然逆に意思決定者がさら

されるっていう、そういう場があって初めて活きてくるものなかなって思いますね。 

 

上田 なるほど。どうでしょうか、参加者のみなさん？今、この論点に即しつつ、いろいろ

出てきてるんですけども、あ、はいどうぞ。 

 

参加者 最後のところで、普段自分がいろんな問題について決断をするときに、例えばそう

いうパブリックスで仕掛けて、強制的に外から考えさせられるっていう機会があるのは、あ

る意味では非常に意味があると思うんですけど、それはようするに日本の教育問題という

ものと直接続いてると思うんですけど、やはりそういう機会が、そういうところをやってく

れる大学が近くにあるとかであればいいんですけども、そういう意味では地域格差がある

と思うんですよね。そういう中で将来的に、主体がどこになるのかっていう問題が非常に気

にかかるんですけども。あとあの、それこそ今、熊本の問題も含めて、次から次へと問題が

起こってくるわけで、そういう時にスピードが求められる時があって、そういう場合にこう

いう手法を実施する方法があるのかとか、それもどこが主体になるかということも絡むん

ですが、その辺ちょっと絞り切れない質問ですけども、その中でちょっとコメント頂ける部

分がありましたらお願いしたいと思います。 

 

三上 ありがとうございます。まさに、上田さんから頂いた 4 番目の質問なんかにも関わる

話なのかなと思うんですよね。今日、たまたまどっちかというとナショナルな話題とか、世

界市民会議みたいなのを持ちだして、それはほんと地球規模の話ですけども、それだけじゃ

なくって、もっとコミュニティレベルとか、市町村レベルの展開もあるべきなんじゃないか

っていうことを上田さんにもご指摘頂いていて、で、それはもうほんと、その通りだと思う

んです。実際、日本での展開なんですけども、先ほど見ていただいた表がありましたよね。 

【スライド 5】 
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ミニ・パブリックスの代表的な手法*
日程 人数 発祥地、年 手法など

討論型世論調査
（DP） 1〜3日 100

〜数百人
米国、1988年

討論の前後に同じ
内容のアンケート。
合意形成はせず

コンセンサス会議 3〜8日 15人程度
デンマーク、
1987年

参加型TAの手法。

市民参加者が合意
文書を自ら起草

プラーヌンクス・
ツェレ

4日 100人
以上

ドイツ、1973年

5人×5のグループ

による徹底した討
議と投票、提案作
成

市民陪審 5日 20人前後 米国、1974年
証人からのヒアリン
グと討議を踏まえ
て、事実認定・勧告

市民討議会 1〜4日 数十人 日本、2005年

小グループ討論と
報告書の作成・公
表。青年会議所を
通じて急速に普及

* 篠原一編（2012）『討議デモクラシーの挑戦』（岩波書店）による
 

 

三上 これですね。これの中に、大体は 80 年代、70 年代にヨーロッパとかアメリカで出来

た方法なんだけど、日本でっていうのがあるじゃないですか。これは直接にはドイツのプラ

ーヌンクス・ツェレっていうミニパブリックスの方法に刺激を受けた青年会議所のメンバ

ーの人たちが中心になって、いわゆる日本型のミニパブリックス、とくに自治体レベル、地

域レベルで、街づくりの課題なんかに適応しやすいような、無作為抽出型の市民参加の方法

を開発して普及しようっていう活動をされてるんですよね。これはものすごい数行われて

ます。2005 年に最初、千代田区でたしか行われたんですけれども、その後、ちょっと今正

確な数字を私今持ってないですけども、数百とかっていう数で、毎年何十っていう数の市民

討議会が行われてるんですね。ここで扱われてるテーマはまさにそれぞれの地域の街づく

りの問題であったりとか、もうちょっと自治体に絡んだものでいうと、自治体が総合計画を

作るんだけれども、そこにインプットするような一般市民の声というのをやるための会議

として、北海道でもいくつか行われていて、私も取材したことがあったんですけども、ちょ

っとその時のビデオがあるのでご覧にいれましょうか？まああんまり変わらないんですけ

どもね、先ほどのと見た目は。 

 

（ビデオの準備） 

 

三上 今お見せするのは、札幌の近郊にある石狩市っていう町で、市役所と地元の JC、青

年会議所の人たちが共同で主催した市民討議会で、やり方としては今お話してるようなミ

ニパブリックスなんですけども、扱われてる課題が完全にローカルな、町の… 
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ビデオナレーション このイベントに参加したのは、石狩市内から無作為に選ばれた市民

31 人で 2 日間の日程で石狩の町づくりについて… 

 

三上 このやり方はわりと多いんですよね。地元の青年会議所が自分たちの町づくり活動

の一環として、地元の自治体と協力してやる。この人がキーパーソンで、この人は市の教育

委員もやっているような人ですけども、市役所と協力して市民討議会をやろうということ

で、中心になって動いてた人ですね。 

 

ビデオナレーション 討論の前に、専門家から情報提供が行われました。石狩市の現状の説

明… 

 

三上 専門家が情報提供するっていうのは同じなんですね、ただ、やり方は、対立する専門

家をコンセンサス会議でやるようにたくさん集めて、それで徹底的に勉強するみたいな感

じではなくて、自分の町の問題ですから、もうちょっとそこら辺は軽く行われるって感じで

すね。 

 

上田 そうでしょうね、なるほど。 

 

三上 札幌の近郊にある町なんですけども、やっぱり町から若い人が出ていってしまうと

いうのがここでも課題なんです。で、どうやって町の魅力を高めるかということがテーマに

なっています。 

 

ビデオナレーション 参加者が自分の意見をこの付箋に書いて、整理をしながら話を進め

ていきます。 

 

三上 まあこんな取り組み、地域レベルっていうことで、今のご質問に対しての答えという

ことですと、これは半分行政半分民間の団体が共同してやっている取り組みなんですけれ

ども、そういうものをどういう形で増やしていけるかっていうことでもあるのかなと思う

んですよね。 

 

上田 なるほど。青年会議所が動いてるのはなにか理由があるんですか？ 

 

三上 いくつか理由があると思うんですけれども、青年会議所は各地にありますが、おそら

く全体として交流があって、市民討議会を使って町づくりに関するディスカッションをや

るというある種、活動のひとつのフォーマットみたいなものが、そのネットワークの中で流
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布してるということもあると思います。それを自分たちの町でもやってみようと。こういう

ミニパブリックスが今ではある程度確立された方法ということになってきてるので、例え

ば町の中でこういうディスカッションの場を作る時に、行政機関と協力をしたいみたいな

ことも出てきますよね。行政の協力も得られやすいとかね。 

 

上田 おもしろいですね。はい、どうぞ。 

 

参加者 無作為抽出なんですよね、今映ってるのは？ 

 

三上 これはそうですね。 

 

参加者 私、新宿区なんですけど、昨日の区報でも 3 つか 4 つ、図書館と環境とゴミと、し

ょっちゅう公募をやっていて、何か年計画とかいうのも公募でやっていて、新宿区だからな

のか、他の区知らないので、けっこうやってるんじゃないかと。だけど、無作為抽出っての

はあんまりみた気がしないんですけれども、他の区では無作為抽出ってけっこうあるもの

か？ 

 

三上 いや、そんなに多くはないんじゃないかなと思います。で、今お話… 

 

参加者 文京区でやってますよ。無作為抽出。基本構想とか。 

 

参加者 ああそうなんですか。 

 

参加者 ただ、それあんまりうまくいかなかったんで、今は公募に変わったような気がしま

すよね、今年ぐらいから。無作為であんまり関心のない人を呼び込む…… 

 

参加者 公募だとなんか関心ありすぎる人が（笑い） 

 

参加者 そうそう。両方欠点が（笑い）。それで、区長が公募にしたんです。 

 

参加者 この青年会議所のは、ミニパブリックスということで、基本は無作為抽出なんです

よね？ 

 

三上 そうですね。 

 

参加者 いろんなところでやる？各地でやる？ 
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三上 そうですね。相当広がってるんじゃないかと思いますね。 

 

上田 最終的にはなにか意見を集約するとか、結果としてなにか市民の皆さんが見えるよ

うなものとしてまとめて出すとか、そういうアウトプットとしてはどういうものが？ 

 

三上 この場合は、進め方としては出てきた意見にみんなで投票するんです。さっきちょっ

と見てもらいましたけども、意見をグループごとにまとめて、それに、先ほどシールみたい

なものがありましたけど、そのシールを使って投票するみたいなのがあって、その意見をも

とに最終的には報告書を作るんですね。それは参加者でまとめるという形ではなくって、主

催者がこの結果をもとに報告書にまとめて、例えば自治体で計画を作る時に使うというよ

うなことですね。 

 

上田 ああこれですね、なるほど、これは比較的、市民が集まりさえすれば出来る形なので、

普及しやすいというイメージはすごく持ちますね。 

 

三上 ただまあもちろん、無作為抽出でやるっていうことなので、かなり費用はかかります

よね。 

 

上田 ああそうか、集まる段階ですでに。 

 

三上 そうなんですよね。そこで市役所なんかが絡む必要というかメリットが出てくるわ

けですけど、まあ名簿にアクセスして、一定の数の人に招待状を送ってということをやるわ

けですからね。そこのハードルはけっこうあるのかなと思いますね。 

 

上田 なるほど。いかがでしょう、他、はいどうぞ。 

 

参加者 あの、さっき手を挙げた時に言おうと思ってたのが、最初から違和感がありました

のが、冒頭に言いましたように、BSE だとか、遺伝子組み換えの GM の話だとか、いわゆ

る生物の多様性とか、出てくる話が難しい話ばかりで、はっきりいって、パブリック、一般

市民というには難しい話のように思えていたんですね。だから例えば、これについて意見言

いたい人っていうふう言ったときに、BSE について意見を言いたい人って多くの人に言っ

たら、たぶん 8 割は手があがらないと思うんですね、2 割は手があがるとした場合、8 割の

人が手があがるようなことを取り上げるべきじゃないかというふうに私は思ったので、違

和感があるということを言おうとしたんですが、今このビデオで、住みやすい市にしていく

みたいな議題ですよね、だからそういう議題もあるんだというのが出されていたので、最初
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手をあげたのをいったん下げたんですけれども、あらためて考えてみると、ようするに取り

上げる内容によって、公募すべきものなのか、無作為抽出すべきものなのかっていうのが、

なんか分かれるような気がするんですね。BSE の問題を無作為抽出で集められても、たま

ったもんじゃないというか、わけわからないという人ばっかりだと思うんですね、難しすぎ

て。で、もっと参加しやすい、意見の出しやすい議題であれば、無作為抽出というのはあり

だと思うんです。だからそういう内容によって、集め方にもかなり違いが出てくるんじゃな

いかというような気がして、その辺とても難しいんじゃないかと思うんですが、いかがです

か？ 

 

三上 それはおっしゃるとおりだと思います。たしかに、自分の住んでる町をどうしたいか

っていう… 

 

参加者 意見出やすいと思うんですよね。 

 

三上 ええ、話しやすいですよね、話しやすいですし、それに対して、いやでもどうですか

ね？BSE の問題は、私はけっこう大事な問題なんじゃないかなと。 

 

参加者 大事ですよ、大事だし、分かるんだけれども、一般市民ということで考えた場合、

マスコミが流したあのヨレヨレの牛の映像ばっかりが繰り返し繰り返し刷り込まれていた

りすると、なんか怖い、なんかしらん変な病気という認識しか持てない人のほうが多かった

ような気がするんですね、私の周辺の人たちにおいては。その、BSE という言葉知らん人は

多いですよ、狂牛病は知ってても。プリオンがタンパク質であるっていうことを知らない人

のほうが多いと思います。ウィルスの一種かなと思ってる人もいるかと思います。 

 

三上 うん、で、それは知らなくていいわけですよ。 

 

参加者 だから難しいと思うんですね、議題が、そんなことないですかね？ 

 

三上 難しい問題はけっこうありますよね、いろいろね。でも市民討議会で取り上げられて

る様な町づくりの話だって、やっぱり難しい話がいっぱいあるわけです。それは自分の住ん

でる町をどうしたいかっていう話でいえばこうなってほしいとかこうしたいとかっていう

ことはいろいろ言えるかもしれませんけども、一つ例えば掘り下げて、なにか具体的な問題

を解決しようって話になったときに、やっぱり問題はそう簡単ではないということになっ

てくるわけで、やっぱり話し合わなきゃいけないような問題というのは、難しい問題なんじ

ゃないんですかね？どういうレベルであってもね。例えば BSE のことだってそうですけど、

集まってくる時には知らなかったりとか、忘れちゃったりしてても構わないということな
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んです、このミニパブリックスというやり方の場合は。最低限そのことについて話すのに必

要な情報だけは共有して、そのうえで話し合いましょうというやり方なので、問題自体が難

しいということはそうですね、これをやるうえで、もちろん困難ではあるんだけれども、そ

こまで障害にはならないんじゃないかなというか、ちょっとよく分かりませんけれども、 

 

上田 その辺はあの、いろいろ意見出てきましたね。あ、後ろの方からどうぞ。 

 

参加者 質問した方の意見に対してちょっと。私は主婦として、BSE 自身が難しいってい

うより、私たちは牛肉を買うかどうかっていう判断で、日常性のテーマだと思います。BSE

の全頭検査は。BSE そのものについてっていうことよりは、全頭検査で安心して食べもの

が食べられるかどうか、それから予算的な問題はやっぱり無視できないわけで、実際、BSE

で地球上で何人が死んだの？っていったらあんまり死んでないですよね、実際。不安はある

けれどもね。でもそれより普通の風邪やインフルエンザで死んだり、肺炎で死んでる人は何

万人と日本だけで……。 

 

上田 そういうリスクの捉え方ですよね？ 

 

参加者 ええ。だからお金の使い方っていう、全頭検査も悪くはないかもしれないけども、

お金の使い方としてどうよっていうところまで議論が出来ると面白いかなっていうふうに

思いました。 

 

上田 実際その辺の経済的な問題も論点に入ってましたよね？ 

 

三上 そうですね。実際どれぐらい費用がかかっているのかっていうこと、これは単純には

言えないところはあったんですけれども、それも示したうえで議論するっていうことはし

ましたね。 

 

参加者 市民参加の裁判が最近ありますが、それで、僕は市民の方が死刑を出すの大変だと

思うんですよね。 

 

上田 裁判員制度ですね。 

 

参加者 僕はそんな指名を受けたら、大変だと思うんですけど、市民参加してなかったのは

日本だけで、他の国は全部してるっていうわけで、市民としてそういう大変なことを引き受

けるということはかなり必要なんじゃないかと。だから、日本人の感覚として、難しい問題

に対しても、市民が引き受けなくちゃいけないということは、もっと考えるべきじゃないか
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なというふうに、市民裁判のことから考えて、僕は思ってたんですけれどもね。 

 

上田 なるほど。今のお話をちょっと言い換えるならば、難しいから市民が考えられないと

いう捉え方ではなくて、難しい問題も市民が考えられるようにして、市民も意見を言えるよ

うにしていくということが重要だという話ですよね。 

 

参加者 そうそう。だから先ほどの、本当に対立してるのは話し合えないっていうことも、

例えば日中の歴史教科書を作っていくのは不可能だということになってるんだけど、本当

は作って、それで日中で歴史教科書の歴史認識が一致してくればかなり変わってくるであ

ろうと。そういう難しい問題を、やっぱりトライしていくということが、市民が変わってい

くっていうか、社会が変わっていくということに繋がるんじゃないかなというふうに感じ

てお話を聞いていました。 

 

参加者 私が難しいと言ったのは、例えば BSE の問題だったら、科学的に考えたら全頭検

査というのはどう考えたって非科学的で、やっても意味がないという意見になると思うん

です。科学者が科学的に考えたら。それが、一時の感情で全頭検査になってしまったと。そ

れがある程度時間が経って、感情がさめてきたころを見計らって、本当は意味がないんだよ

ということを伝えるために、そういうプロセスとしてみんなで話し合いをしましたという

のをいったんかまして、ほんとは要らなかったでしょ、みたいなストーリーに持っていこう

としてるような気がしてしまうんですね。要するにそれは科学的な話で突き詰めていくと、

最初からこんなものは無意味だというところに答えはあったと思うんだけれども、要する

にそういう議題は、あんまり市民のみんなで話し合うということに向かないような、どうし

ても裏が見え隠れしてしまうような気がしてしょうがないんですが。 

 

参加者 あの、ちょっといいですか、それはじつは BSE の問題に限らず、水俣病も、いろ

んな病気の問題も、医者の中でも知ってる人はごく一部なんですよね。それは新しい研究開

発の分野でも、そのことを知ってる人はほんの一部の人間で、わりかし周辺でも、ちょっと

そういうことが問題になってるよっていうと、えっ！？ということになるんですね。そうい

う意味で、今はほんとに一部の人にしか分からない問題が増えてきて、じゃあその一部の人

しか分からないことは一部の人だけで決めていいのかっていうのが、やはりこういう、市民

がみんなで決めていく、世の中はすでに変わり始めているっていうテーマなんですけど、誰

が世の中を変えていくのかっていうのを、やはりみんなで考えていく必要があって、それは

やっぱりいろんなテーマに私たちが関わっていったほうがいいんじゃないかなというふう

に私は思っています。いろんな問題に首突っ込むと、ほんと次から次へと問題は出てきます

んで、やはりそういうことをみんなで考えていったらいいなっていうふうに思っています。 
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上田 なるほど。 

 

三上 今のお話でもう一つ考えなきゃいけないポイントは、科学的には無意味だっていう

ふうに今おっしゃいましたけども、その科学の知見自体も変化してるわけですよね。だから

2001 年段階のプリオン病に対する我々の、大げさに言うと人類がもってる知の水準と、2011

年に利用出来た知識というのは変わってるわけですよね。その 2001 年に我々がもっていた

知識、それも日本における社会的な状況もふまえて、たぶん全頭検査は選択されたと考える

べきで、たしかに今おっしゃったような見方も出来るのかもしれませんけども、単純に科学

対感情とかいうものでもなくて、科学もやっぱり社会の中の営みなわけで、それをいろんな

過程のなかで我々は利用しているわけですよね。そういうものだったんだということを学

ぶプロセスでもあったのかなと思うんですよね、この BSE に関する討論型世論調査ってい

うのは。そのことも含めての、科学と社会の関わりということなのかなあと思いますけども

ね。 

 

上田 そうですね。 

 

参加者 ひとつ、コミュニケ―ションの問題があると思うんですけど。先日、国連のフュー

チャーアースの会議に参加してきたんですが、彼らも、科学者は表現が下手だから、なかな

かうまく庶民にわかるようなコミュニケーションがとれない、と。したがって必ず文科系の

人と一緒になって、説明をもっと簡単にしてもらって、みんなに理解してもらうということ

をやらないといけないということで、新しい、Co クリエイションとか言ってましたけど、

そういう文系とサイエンティストが組んで、それでフューチャーアースの環境問題なんか

を丁寧に説明することが必要だということが、国連の中で議論されてるという話があった

んです。だからどこのレベルで説明するかということが必要なんで、そういうことがきちん

と出来てくれば、さらにまた良くなっていくんじゃないかなと思います。難しい問題におい

ても。 

 

上田 そうですね、基本的に、世の中でこれはやっぱりほっておけないという問題があった

時に、それが難しいからといって、市民が遠ざけていいっていう理由はまったくなくて、私

たちがやってるような活動もまさに、素人が集まって議論して、突っ込んで調べて、専門家

にもアプローチするっていうことを繰り返しているわけですよね。やっぱり、そういう初め

から専門家が答えを持っているのだという発想は、そもそもこういう試みにはそぐわない

考え方じゃないかなと僕は思いますけどもね。どうでしょうか？はいどうぞ。 

 

参加者 東日本大震災で、5 年経つわけですけど、市民参加という言葉がなかなか東北から

は聞こえてこない。石巻とか釜石とかの一部特定のエリアからはあるけど、ほとんど霞が関



              『市民研通信』 第 47 号                    通巻 193 号 2018 年 9 月 

 
 

49 
 

 

主導で展開されているわけなんですけど、これとの関係についてはどう考えていますか？ 

 

三上 例えば今のご質問の主旨としては、そういうふうに市民参加で進められている部分

もあるんだということですか？それとも全くそれはもうない？ 

 

参加者 全くではなくて、極めて例外的な、例えば東大が参加してるとか、東京都の東京都

健康長寿医療センターが参加してるとか、特定のエリアに限られてるんですよ。ボトムアッ

プの取り組みは、残念ながら大きなうねりになっていくとは感じられないんですが、いわゆ

る熟議の未発達エリアなのか、言葉は難しいんですけど、こういうエリアをどういう形で展

開していったらいいのか、なにかお考えがありますでしょうか？ 

 

三上 そうですね、私も具体的にどうすればいいかっていうアイディアがあるわけではな

いですが、熟議の未発達エリアというふうにおっしゃいましたけれども、最後にお話しよう

と思ってたのが、ミニパブリックスの広がりっていうふうに言いましたけど、それほど広が

ってないんじゃないかっていうご指摘かなって思ったんですけど、とくに震災・原発事故の

経験を経て、たぶん言ってもいいと思うんですけども、こういう社会になってきてるんじゃ

ないか、ますますなってきているんじゃないかなとは思うんですよね。結局、誰かがどっか

に正しい答えを持っていて、それを誰かが示してくれる、それによって、そのあと多数の人

はそれに従うっていうスタイルでは成り立たないっていうことを、私はとくに 90 年代以降

そうなってきてると思いますけれども、とりわけやっぱり震災・原発事故以降に我々は経験

したんだろうと思いますし、そのことはたぶん被災地の方も非常に強くたぶん経験されて

いることなんだろうと思うんです。 

 ただそれは誰かが仮にこれは正しいんだということを決めたとしても、それをみんなが

納得をして、そのプロセスに信頼をおけないかぎり、物事は解決しないっていうことも、こ

れはとくにこの 5 年間に我々が経験してきたことなのかなと思うんです。ただですね、ちょ

っと私が気になってるのは、これは今日の参考文献（松本功・村田和代・深尾昌峰・三上直

之・重信幸彦『市民の日本語へ』ひつじ書房、2015 年）にもあげていただいた本の中にも紹

介したデータなんですけども（元の出典は【スライド 35】の 4 番目と 1 番目の文献）。 
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三上 既存の政治参加に対する意欲みたいな、回路に対する意欲っていうのが、ここ 10 年

ぐらいで日本ではすごく低下しているんですね。2 つほどグラフをご紹介したいんですけど

も。【スライド 28】 

 

「住民の生活を脅かす公害問題」が起こった場合、
どうするか

28NHK「日本人の意識」調査結果から
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三上 これは NHK がやってる世論調査なんですけど、ちょっと例が古いのかもしれません、

古いっていったら変ですけども、表現が今風の表現じゃなくて、70 年代につくられた質問

文をそのまま使っているので、今、ビビットに伝わらないというようなバイアスがあるかも

しれませんけど、なにか地域の中に問題が起こった場合にあなたはどうしますか？ってい

うことを聞いてる問いなんです。単純にいうと選択肢として、誰かに頼んでなんとかしても

らうっていう依頼パターンと、状況を静観するっていう人と、なにか活動を起こすっていう、

3 つの選択肢から選んでもらうというのを 5 年おきに NHK が調査してる世論調査があるん

です。70 年代にはなにか活動を起こすっていう人が 1/3 以上いました。その数がちょっと

減るんですね 80 年代にかけて。ところが 90 年代に入って若干それが上がるんですけど、

この 10 年で明らかに下降してます。それで気になるのは静観するっていう人が増えてるっ

てことですよね。1/3 ぐらいの人が、かつてはこのぐらいの数字だったものが、静観するっ

ていう人が増えてると。同じような話で、もっと深刻だなと私が思ったのは、これも NHK

がやってる世論調査なんですが、NHK だけがやってるんじゃなくて、世界の 50 か国で同じ

質問をするっていう、ISSP っていう国際比較の世論調査があって。【スライド 29】 

 

「人々が公的な決定に参加できる機会を増やすこと」
はどのくらい重要か

29ISSP調査日本の結果
 

 

三上 これは毎年やってるんですけど、毎年テーマを変えるんですね。例えば、市民の政治

意識について調べるみたいな感じで。それでちょうど 2004 年に市民の政治意識っていうこ

とについてやった調査があって、一昨年 10 年置いて、また市民の政治意識についての調査

をしたんですね。それで、これ日本だけの結果なんですけど、これどういうふうに皆さんご
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覧になりますか？公的な決定に参加できる機会を、つまり市民参加の機会を増やすことが

どれぐらい重要かっていうことを 7 段階で答えてもらってる調査なんですけれども、非常

に重要であるとか、その次に 6 番目ぐらいに重要であると答えた人が 2004 年の時には全体

の 2/3 ぐらいいたんですけども、ものすごく減ってるわけですね。そんなに重要じゃない

と思ってる。そして非常に重要だっていう人の数がこの 10 年間でものすごく減っていて、

そういう変化があるということなんですね。それで私が今日お話したいと思ったのは、この

ジレンマですよね。こういう社会にもうなってきていて、誰かが正しいことを決めてくれる

っていうことではないことはもうみんな分かっていると。ただ既存の参加の回路っていう

んでしょうかね、そういうものに対してはやっぱりそれを信じてそこに参加をするという

ふうになかなか思いにくい。あるいはそこに踏み出していくっていうことがしにくいとい

う状況があって、それが決定打になるとは言えないとは思うんですけど、今日お話したよう

なスタイルっていうのが、ひとつはやっぱり新しい参加を模索する動きとは言えるんでは

ないかと。そういうものの中に、今までの参加の仕方とは少し違うような新しい参加の仕方

だとか、話し合いの場を作るっていうことを見出していこうという、そういう意識がミニパ

ブリックスというのにあらわれているのかなあっていうふうにも思っていて、だからそれ

がなにか希望になるというのか、あるいは先ほどご質問頂いたようなことに対するなにか

答えになるというわけではないんですけれども、そういう社会の変化のひとつのあらわれ

なのかなあというふうには思ってます。 

 

上田 なるほど、なかなか綺麗に整理することは難しいんですけども、例えばシールズの動

きのようなものがあったりもしますよね、それから若い人たちがいろいろ SNS を通じて、

いろんな意見を一気に拡散して、それでなにか、政治的発言とまではいきませんけれども、

なんか自分の意見を表明するってことが、ネット上ではすごくやりやすくなった環境みた

いなこともあります。一方でこのアンケートが示すように、今の政治システムとか、自分の

参加の窓口に対しての、いってみれば絶望というか、そんなものは私にとっては意味がない

よというような拒絶的な反応というのも一方でありつつ、ちょうど裏表みたいな関係にな

っていて、それで新しいものとして例えばこのミニパブリックスみたいなものは、おそらく

若者の中で、こういう手法があるとか、こういうことを経験したことがあるという人はまだ

非常に少ないと思うんですね。 

 なにかこう政治的な課題を意識してる人にとって、こういうものの手法の価値とか意味

が入ってくるわけで、ちょっと混沌としたような、自分は今の現実に対して拒否感だけを持

ってる人が、これにすぐ至りつくとは僕はなかなか思えないんですね。ですからやっぱりこ

れを、いま三上さんがおっしゃったように、新しい模索の回路として社会の中にちゃんと作

っていくとするならば、若い人が持ってるような、社会の参加へのいわば距離感みたいなの

をどうやって埋めれるかっていうことをむしろ積極的に考えていかなければいけないなと

思ってまして。 
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三上 そうですね。 

 

参加者 あの、シールズなんかも出てきて非常に喜ばしい現象だと思ってるんですけど、逆

に言うと投票率がどんどん下がってるわけですよね。だからその投票率が下がるっていう

ことの原因がなんなのかっていうのがよく分からない。もっと積極的に投票したらいいん

じゃないかと、自分の意見をと、普通は思うんだけど、なんであんなに投票率が下がっちゃ

うんだろうと、そこが分かんないんですね。 

 

上田 それはたぶんそうとう深い問題で、投票なんかしても仕方がないや、的な受け止め方

が確実にあるんだと思うんです。政治にまったく関心がないというわけではないかもしれ

ないけども、いまの既存のやり方では。私たちは投票をたくさんすることによって世の中を

変えれるっていうふうに思ってますよね、大抵の大人は。だけど若者にはそれが共有されて

ないのかもしれません。ですから違う何かあり方をね、やっぱり、若者の中で、なにか思う

ところがあってというふうに私は思ってますけども、なかなか評価が難しいですよね、その

辺りは。 

 

参加者 直接民主主義とかということに非常に興味があったので、今日の講座にとっても

興味深く参加したんですけれども、例えばワールドカフェだったり、ミニパブリックスだっ

たり、ダイアローグとか、20 人 30 人の人たちが意見を集約するための、ファシリテーショ

ンのスタイルがありますよね。そこに参加した時にいつも思うのは、意見の集約、意見を集

めるということにはすごく役立っているけれども、決定には向かない。こういう意見がたく

さんありましたということは分かるんだけど、その間の 2 時間がすごく無駄になった気が

してしまうんですよ。 

 

参加者 （笑い） 

 

参加者 皆さんの意見はわかりました、参考にいたしますってなって話が終わると、この 2

時間はいったいなんだったんだって。先ほどの 40 時間とかかけたらそれがもっと煮詰まっ

ていって、物事が決まっていくんだろうなっていうふうにも思いながら、伺ったんですけれ

ども、なんか先ほどの政治参加の気分であるとか、決定に直接かかわるということの達成感

のようなものというのが、このミニパブリックスの先に、なんかもうちょっと、先ほどの方

の意見と同じ、説明は難しいんですけれども、今の既存の決定システムがあったうえでの、

下からの意見の集約の仕方としてのいまのミニパブリックスというのはすごくわかるんで

すね、それはなんかすごく有効な方法だと思うんですけど、それと、先ほどのいくつかのお

話の中で、直接民主主義っていうか、決定に関わるっていうこととはやっぱりちょっとこう、
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ターゲットが違う感じがするというか、ベクトルが違う感じがする。直接なのか下からなの

かっていう、ベクトルの違う感じがちょっとするんです。だからそこのところをもし分けて

考えて、このミニパブリックスが直接民主主義に発展していくような次の形が見えていく

流れがあると、面白いなと。 

 

三上 私もこのミニパブリックスというのに注目する中で、今言われたように、まさに両方

の側面がある仕組みだなと思ってまして、一方では、いまお話があったように既存のシステ

ムの中で、直接意思決定に関わってる代表者ですよね、民主主義の場合はね。その意思決定

に直接関わってる例えば政治家だとかがいて、その人たちが意見を聞くための便利な道具

というか、もうちょっと洗練された言い方で言うと、その人たちの意思決定を支援するため

のツールみたいな、そういう側面はあるんですけれども、わたしはやっぱりそれはこの方法

の半分でしかなくて、これはどこかでやっぱり直接自分たちの社会のことをきちんと自分

で考えて決めたいっていうふうに、多くの人がどこかでは考えている。それは一言でいうと

直接民主主義っていうことになるんだと思うんですけども、やっぱり自分たちのことを自

分たちで決めるっていう、そのための方法なんだと思うんですね。で、その両方のバランス

の中で出てきているのがこういうやり方なんだっていうふうに思います。ただこの考え方

は、このやり方に関わってる研究者の中で、必ずしもメジャーな考え方ではない。つまり前

者のような考え方のほうが私は多いんじゃないかと思っています。 

 つまり、意思決定する人がどこかにいて、その人が参照するための便利な道具だと思われ

ている部分がかなりあると思います。でも私はその理解というのはかなり偏っているので

はないかと思います。それは理屈上偏っているというのもありますが、現実上もじつはそう

は動いていない。先ほどから何度かお見せしている 2012 年の政府が実施した討論型世論調

査なんですが、確かに格好としては政府が新しいエネルギー政策を決めるために参考なる

意見を聴取するということになりますが、ところが、その結果が最後の結論（最終的なエネ

ルギー戦略）にどう反映されたかをみてみると、その過程で、政府が大臣の名前で「今回の

国民的議論にどういう意味があったか」という総括をしているのですが、その総括文書のな

かに、私が非常に重要だなと思える歴史的なくだりがあって、「今回、パブリックコメント

で 8 万人くらいの人が原発ゼロを求める意見を出した。さらに、デモが行われた。これは政

府に対する不信を表している」といったことを書いています。今までなら、こうした反対意

見を出す人やデモに参加する人が出ても、それは反原発を訴える一部の特殊な人たちの意

見だ、という扱いをしてきたのだと思うのです。しかしこの総括では政府はそうした反対意

見を非常に重要な意見だとして直視したのです。なぜそうなったか、その一つの引き金にな

ったのが、討論型世論調査だったのではないか。 

 つまり、【スライド 22】にあるグラフでわかることですが、「原発をすぐにゼロにしてほ

しい」と思う人は普通に聞くと 3 分の 1 なんですが、集まってその問題について情報も得

てよく話し合うと、そう思う人の数が増えていった、というのを見せつけられた時に、じつ
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はパブリックコメントに現れている数万人の人の意見や首相官邸の周りを取り巻いている

デモに来ている人たちの背後に何があるのか、ということを当時の政治家たちは見たので

はないかと思うのです。 

 ですので、この方法には今述べた意味で両面があると私は強く思っています。 

 

参加者 【スライド 29】はかなりショッキングな結果です。参加したいと思う人がこの 10

年で大きく減っている背景には、不況があるのではないか。それと、討論型世論調査のよう

なやり方は欧州で発達してきたのですが、それはやはり日本に比べて議論するのが好きと

いう背景があるのではないか。最近の TV の報道番組などで、SNS からの投稿が画面に次々

掲示されるのをみると、言いたい意見は皆持っているのだが、実際に討論で発言するのはや

りたくない、という人が多いのように思います。日本的な参加の方法を考えていく必要があ

るのではないでしょうか。 

 

参加者 私は大学の研究室で長年働いている者ですが、最近の若い人に意見を聞いても、な

かなか物を言わない、という感じがします。「物を言ってはいけない、言わないように」と

いう雰囲気を教育で植え付けられてきたのではないか、という気がするのです。討論型世論

調査では、世代間でどんな違いがあるかを見てみる必要があるのではないでしょうか。 

 

三上 一般的に言って、若い人がこうした討論の機会に参加したがらない、というのはおそ

らく昔からあって、時間的なゆとりがあるかということも関係して、20 代、30 代の人がな

かなか集まらず、60 代、70 代の人が多くなります。2004 年から 2014 年の変化ですが、こ

れはそもそも政治に参加するということは、それなりに関心とかエネルギーのボルテージ

を上げて自分のリソースをつぎ込むということなので、学んで人と話し合って何かに参加

するとかっていう、そういう働き方や生活の仕方になっているかというと、環境がますます

厳しくなってきていて、「（参加できる）機会を増やされても、な」っていう環境の変化があ

るのではないかと思います。10 年の変化をそれだけで説明できるわけではありませんが。 

 欧米でやっているものを日本に持ってきていうまくいくかどうかということですが、そ

れはわかりません。ただ、どこの国や地域であっても、話し合いながら自分たちの抱えてい

る問題を考えて解決していく、というのは、形はいろいろだとしても、ある程度は必要なも

のでしょう。ただ、今日お示ししたような手法が、日本が今抱えている課題に適合するかど

うかというのは、考えなければいけないと思いますけれど。 

 

上田 さて、もう時間もなくなってきましたが、まとめ的に言いますと、科学技術の問題は

ある意味非常に普遍的なものがあり、どこの国でどの技術を使おうと同じような一定の問

題を引き起こすということが起こります。それと同じような意味合いで、今日議論したミニ

パブリックスのようなやり方も、日本版にアレンジするかどうかは措いておくにしても、普
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遍的なものを含んでいるのではないかと思います。ですので、若い人を含めて、じつは参加

してみると非常に啓発されて意識が変わる、ということが起こり得る、ということはすでに

経験が示しているので、今後、こうした手法を活かす機会に、より多くの人に関心を向けて

もらい、足を向けてもらうのが大事だと思いました。 

 三上さん、そして参加者の皆さん、長時間、ありがとうございました。 

 
 


